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新日鉄住金事件・韓国大法院判決と日韓請求権協定（一）

新
日
鉄
住
金
事
件
・
韓
国
大
法
院
判
決
と
日
韓
請
求
権
協
定
（
一＊

）

和　
　

仁　
　

健 

太 

郎

は
じ
め
に

一　

日
韓
請
求
権
協
定
の
概
要

　

1　

一
条
（
経
済
協
力
）

　

2　

二
条
（
財
産
・
請
求
権
問
題
の
解
決
）

　

3　

日
韓
請
求
権
協
定
に
関
す
る
解
釈
上
の
論
点

二　

大
法
院
判
決
の
概
要

　

1　
「
徴
用
」
お
よ
び
「
強
制
動
員
」
の
概
念

　

2　

事
実
お
よ
び
訴
訟
手
続
の
概
要

　

3　

判
旨
（
以
上
、
本
号
）

三　

大
法
院
判
決
の
検
討
・
評
価

　

1　

日
韓
請
求
権
協
定
の
事
項
的
適
用
範
囲

　

2　

不
法
な
植
民
支
配
と
の
「
直
結
」

お
わ
り
に
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論　　　説

は
じ
め
に

　

戦
前
に
日
本
企
業
に
よ
り
強
制
動
員
さ
れ
強
制
労
働
に
従
事
さ
せ
ら
れ
た
と
主
張
す
る
韓
国
人
（
い
わ
ゆ
る
「
元
徴
用
工
」。
日
本

政
府
は
「
旧
朝
鮮
半
島
出
身
労
働
者
」
と
呼
称
。
韓
国
で
は
「
強
制
動
員
被
害
者
」
と
呼
ぶ
こ
と
が
多
い
）
が
日
本
企
業
に
対
し
損
害

賠
償
の
支
払
い
を
求
め
て
韓
国
の
裁
判
所
に
提
起
し
た
い
く
つ
か
の
訴
訟
に
つ
い
て
は
、
二
〇
一
八
年
一
〇
月
三
〇
日
に
大
法
院
（
韓

国
の
最
高
裁
判
所
）
が
被
告
（
新
日
鉄
住
金
）
の
上
告
を
棄
却
し
原
告
の
勝
訴
を
確
定
さ
せ
る
判
決
を
言
い
渡
し
て
以
降
、
同
様
の
判

決
が
相
次
い
で
い
る
。
日
本
政
府
は
こ
の
問
題
が
一
九
六
五
年
の
日
韓
請
求
権
協
定
に
よ
り
解
決
済
み
の
問
題
だ
と
し
て
強
く
反
発
し

て
い
る
が
、
韓
国
は
協
議
要
請
（
日
韓
請
求
権
協
定
三
条
一
項
）
に
も
仲
裁
付
託
（
同
二
項
お
よ
び
三
項
）
に
も
応
じ
て
お
ら
ず
、
こ

の
問
題
を
め
ぐ
る
日
韓
両
国
の
見
解
の
食
い
違
い
は
、
最
近
に
お
け
る
日
韓
関
係
悪
化
の
一
因
に
な
っ
て
い
る
。

　

日
本
政
府
は
、
本
判
決
に
つ
い
て
、「
日
韓
請
求
権
協
定
第
二
条
に
明
ら
か
に
反
し

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
日
本
企
業
に
対
し
不
当
な
不
利
益
を
負
わ
せ

る
も
の
で
あ
る
ば
か
り
か
、
一
九
六
五
年
の
国
交
正
常
化
以
来
築
い
て
き
た
日
韓
の
友
好
協
力
関
係
の
法
的
基
盤
を
根
本
か
ら
覆
す
も

の
で
あ
っ
て
、
極
め
て
遺
憾
で
あ
り
、
断
じ
て
受
け
入
れ
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
」
と
か
、「
日
韓
関
係
の
根
本
を
成
す
日
韓
請
求
権

協
定
の
違
反
状
態
を
放
置
す
る
な
ど
、
信
頼
関
係
を
損
な
う
行
為
を
続
け
る
韓
国
に
対
し
、
ま
ず
は
国
際
法
に
基
づ
き
、
国
と
国
と
の

0

0

0

0

0

約
束
を
遵
守
す
る
こ
と
に
よ
り

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
日
韓
関
係
を
健
全
な
関
係
に
戻
し
て
い
く
き
っ
か
け
を
つ
く
る
こ
と
を
求
め
ま
す
」
な
ど
と
述
べ
て

批
判
し
て
い
る
。
し
か
し
、
韓
国
大
法
院
は
、
日
韓
請
求
権
協
定
が
「
国
と
国
と
の
約
束
」
だ
け
れ
ど
も
こ
れ
を
守
ら
な
く
て
よ
い
と

言
っ
て
い
る
訳
で
は
な
い
。
そ
う
で
は
な
く
、
日
本
と
韓
国
が
請
求
権
協
定
に
よ
っ
て
約
束
（
合
意
）
し
た
こ
と
の
事
項
的
範
囲

0

0

0

0

0

を
問

題
に
し
、「
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
」
は
そ
の
範
囲
外
の
問
題
だ
─
─
「
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
」
の
処
理
に
つ
い
て
日
本
と
韓

国
は
合
意
し
て
お
ら
ず
、
こ
の
問
題
は
未
解
決
の
ま
ま
残
っ
て
い
る
─
─
と
言
っ
て
い
る
の
で
あ
る
（「
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
」

（
1
）

（
2
）

（
3
）

（
4
）

（
5
）

（
6
）

（
7
）

（
8
）

（
9
）
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新日鉄住金事件・韓国大法院判決と日韓請求権協定（一）

と
い
う
概
念
の
意
味
に
つ
い
て
は
三
で
検
討
す
る
）。

　

そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
日
本
政
府
は
、「
日
韓
請
求
権
協
定
に
よ
り
解
決
済
み
」
と
い
う
主
張
を
繰
り
返
す
だ
け
で
、
請
求
権
協

定
の
事
項
的
適
用
範
囲
に
関
す
る
自
ら
の
解
釈
が
ど
の
よ
う
な
も
の
な
の
か
、
そ
し
て
、
そ
れ
が
大
法
院
に
よ
る
解
釈
よ
り
も
妥
当
で

あ
る
と
い
う
こ
と
を
ほ
と
ん
ど
説
明
し
て
い
な
い
。
判
決
を
批
判
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
そ
の
前
に
、
同
判
決
の
内
容
を
内
在
的
に
理
解

し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
大
法
院
判
決
に
つ
い
て
は
既
に
い
く
つ
か
の
評
釈
や
論
文
が
出
て
い
る
が
、
同
判
決
の
論
旨
に
は
か
な
り
不

明
瞭
な
点
が
あ
り
、
大
法
院
判
決
の
内
容
に
つ
い
て
の
理
解
が
先
行
研
究
に
お
い
て
固
ま
っ
て
い
る
と
は
言
え
な
い
。

　

そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
日
韓
請
求
権
協
定
の
概
要
を
確
認
し
た
上
で
（
一
）、
大
法
院
判
決
の
内
容
を
内
在
的
か
つ
批
判
的
に
検
討

す
る
（
二
、
三
）。
な
お
、
本
稿
で
単
に
「
大
法
院
判
決
」
と
い
う
と
き
は
、
新
日
鉄
住
金
事
件
に
関
す
る
二
〇
一
八
年
一
〇
月
三
〇

日
の
大
法
院
判
決
を
指
す
も
の
と
す
る
。

一　

日
韓
請
求
権
協
定
の
概
要

　

日
韓
請
求
権
協
定
は
、
日
韓
基
本
関
係
条
約
、
日
韓
漁
業
協
定
、
日
韓
法
的
地
位
協
定
、
日
韓
文
化
財
協
定
な
ど
と
と
も
に
一
九
六

五
年
六
月
二
二
日
に
日
本
と
韓
国
に
よ
り
署
名
さ
れ
、
同
年
一
二
月
一
八
日
の
批
准
書
交
換
に
よ
り
発
効
し
た
条
約
で
あ
り
、
協
定
本

体
の
ほ
か
に
、「
財
産
及
び
請
求
権
に
関
す
る
問
題
の
解
決
並
び
に
経
済
協
力
に
関
す
る
日
本
国
と
大
韓
民
国
と
の
間
の
協
定
に
つ
い

て
の
合
意
さ
れ
た
議
事
録
」（
以
下
「
合
意
議
事
録
」
と
い
う
）
な
ど
の
関
連
文
書
が
締
結
さ
れ
た
。
以
下
で
は
、
協
定
本
体
の
四
か

条
の
う
ち
、
三
条
（
紛
争
解
決
）
と
四
条
（
批
准
）
を
除
く
二
か
条
の
概
要
を
説
明
す
る
。

（
10
）

（
11
）
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論　　　説
　

1　

一
条
（
経
済
協
力
）

　

日
韓
請
求
権
協
定
一
条
一
項
⒜
は
、
日
本
が
韓
国
に
対
し
、
三
億
ド
ル
に
等
し
い
日
本
円
の
価
値
を
も
つ
日
本
の
生
産
物
お
よ
び
日

本
人
の
役
務
を
一
〇
年
間
に
わ
た
っ
て
無
償
で
供
与
す
る
と
定
め
る
（
無
償
供
与
）。
同
項
⒝
は
、
日
本
が
韓
国
に
対
し
、
二
億
ド
ル

に
等
し
い
日
本
円
の
額
に
達
す
る
ま
で
の
長
期
低
利
の
貸
付
け
を
行
う
と
定
め
る
（
長
期
低
利
借
款
）。

　

経
済
協
力
を
定
め
る
一
条
と
、
財
産
・
請
求
権
問
題
の
解
決
を
定
め
る
二
条
（
後
述
、
2
）
は
、
協
定
の
文
言
上
は
、
ま
っ
た
く
無

関
係
な
も
の
の
よ
う
に
並
べ
ら
れ
て
い
る
。
実
際
、
日
本
政
府
は
協
定
締
結
当
時
、
一
条
に
基
づ
く
無
償
供
与
お
よ
び
長
期
低
利
借
款

の
性
格
に
つ
い
て
、
二
条
と
の
法
律
上
の
相
互
関
係
を
否
定
し
、「
経
済
協
力
あ
る
い
は
独
立
の
お
祝
い
金
」
で
あ
る
と
説
明
し
て
い

た
。
他
方
、
韓
国
政
府
は
、
無
償
供
与
お
よ
び
長
期
低
利
借
款
は
、
韓
国
の
対
日
請
求
に
対
す
る
債
務
支
払
い
の
性
格
を
も
ち
、
基
本

的
に
賠
償
と
同
様
の
も
の
で
あ
る
と
説
明
し
て
い
た
。
も
っ
と
も
、
一
条
と
二
条
の
相
互
関
係
を
否
定
す
る
日
本
政
府
も
、
経
済
協
力

供
与
の
「
随
伴
的
な
結
果
と
し
て
」、
財
産
・
請
求
権
問
題
が
解
決
す
る
と
説
明
し
て
い
た
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
一
条
に
基
づ
く
経
済

協
力
の
性
格
が
ど
の
よ
う
な
も
の
で
あ
れ
、
二
条
に
お
い
て
財
産
・
請
求
権
問
題
が
「
完
全
か
つ
最
終
的
に
解
決
さ
れ
た
こ
と
と
な

る
」
と
明
確
に
規
定
さ
れ
て
い
る
以
上
、
一
条
と
二
条
と
の
間
に
相
互
関
係
・
対
価
関
係
が
あ
る
か
な
い
か
を
考
え
る
こ
と
は
、
法
的

に
は
意
味
が
な
い
。

　

と
こ
ろ
で
、
請
求
権
協
定
お
よ
び
関
連
合
意
文
書
の
中
に
は
一
切
書
か
れ
て
い
な
い
事
実
で
あ
る
が
、
一
条
に
関
連
す
る
問
題
と
し

て
、
一
九
四
五
年
の
軍
令
三
三
号
に
よ
っ
て
在
朝
鮮
米
軍
当
局
が
「
取
得
（vest

）」
し
、
そ
の
後
一
九
四
八
年
の
米
韓
協
定
（「
財
政

及
び
財
産
に
関
す
る
米
韓
間
の
最
初
の
取
極
」）
に
よ
っ
て
韓
国
に
「
移
転
（transfer

）」
し
た
在
韓
日
本
人
財
産
の
問
題
が
あ
る
。

サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
平
和
条
約
四
条
⒝
に
よ
り
、
日
本
は
、
米
軍
当
局
の
こ
う
し
た
措
置
の
効
力
を
承
認
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
が
、

日
本
政
府
は
当
初
、
戦
時
占
領
軍
で
あ
る
在
朝
鮮
米
軍
当
局
は
戦
時
国
際
法
上
、
私
有
財
産
を
没
収
し
得
な
い
か
ら
、
軍
令
三
三
号
に

（
12
）

（
13
）

（
14
）

（
15
）

（
16
）

（
17
）

（
18
）

（
19
）

（
20
）

（
21
）
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新日鉄住金事件・韓国大法院判決と日韓請求権協定（一）

よ
っ
て
米
軍
当
局
が
行
っ
た
の
は
敵
私
有
財
産
「
管
理
」
の
措
置
に
と
ど
ま
り
、
こ
の
「
管
理
権
」
が
韓
国
に
移
転
し
た
と
し
て
も
原

所
有
者
の
財
産
権
は
依
然
と
し
て
残
る
と
主
張
し
て
い
た
。
他
方
、
韓
国
政
府
は
、
一
九
五
二
年
三
月
二
五
日
付
在
米
韓
国
大
使
の
書

簡
に
対
す
る
返
信
の
形
で
、
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
平
和
条
約
四
条
⒝
に
関
す
る
米
国
政
府
の
解
釈
を
知
ら
さ
れ
て
い
た
（
同
年
四
月
二

九
日
）。
そ
れ
に
よ
れ
ば
、「
韓
国
管
轄
内
に
あ
る
財
産
に
対
し
て
有
す
る
日
本
お
よ
び
日
本
国
民
の
凡
て
の
権
利
、
権
原
お
よ
び
利
益

は
対
日
平
和
条
約
第
四
条
お
よ
び
在
韓
米
国
軍
政
府
の
関
係
指
令
お
よ
び
行
為
に
よ
っ
て
剥
奪
さ
れ
た
」
の
で
あ
り
、「
か
か
る
資
産

お
よ
び
そ
の
利
益
に
対
す
る
有
効
な
請
求
権
を
日
本
は
主
張
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
」。
も
っ
と
も
、「
平
和
条
約
第
四
条
⒝
に
よ
り
、

日
本
が
有
効
と
認
め
た
資
産
の
処
理
は
、
併
し
な
が
ら
、
条
約
第
四
条
⒜
に
よ
る
取
極
め
を
考
慮
す
る
場
合
に
関
連
し
て
い
る
」
と
い

う
の
で
あ
る
。
韓
国
は
、
こ
の
米
国
解
釈
に
従
い
、
日
韓
会
談
に
お
い
て
討
議
の
対
象
に
な
る
の
は
日
本
に
あ
る
韓
国
財
産
お
よ
び
日

本
に
対
す
る
請
求
権
の
処
理
の
問
題
だ
け
だ
と
主
張
し
て
日
本
と
対
立
し
た
（
い
わ
ゆ
る
「
米
国
解
釈
」
問
題
）。
結
局
、
こ
の
問
題

は
、
一
九
五
七
年
一
二
月
三
一
日
、
米
国
国
務
省
が
右
の
米
国
政
府
見
解
を
繰
り
返
し
た
覚
書
を
日
韓
両
政
府
に
送
付
し
、
同
日
、
日

韓
の
共
同
声
明
で
、
日
本
が
「
さ
き
に
行
っ
た
在
韓
財
産
に
対
す
る
請
求
権
の
主
張
を
撤
回
す
る
」
こ
と
を
約
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
決

着
し
た
。
な
お
、
米
国
の
右
覚
書
は
、
在
韓
日
本
人
財
産
の
処
分
が
請
求
権
問
題
の
処
理
に
お
い
て
ど
の
よ
う
に
考
慮
さ
れ
る
べ
き
か

は
、
米
国
の
関
知
す
る
と
こ
ろ
で
は
な
く
、
当
事
国
間
の
交
渉
に
よ
っ
て
決
め
る
べ
き
問
題
だ
と
述
べ
て
い
た
。
し
か
し
、
日
韓
請
求

権
協
定
に
お
い
て
こ
の
問
題
が
ど
の
よ
う
に
考
慮
さ
れ
た
の
か
─
─
韓
国
側
の
請
求
と
ど
の
程
度
相
殺
さ
れ
た
の
か
─
─
は
明
ら
か
で

は
な
い
。

　

2　

二
条
（
財
産
・
請
求
権
問
題
の
解
決
）

　

日
韓
請
求
権
協
定
二
条
一
項
は
、「
両
締
約
国
は
、
両
締
約
国
及
び
そ
の
国
民
（
法
人
を
含
む
。）
の
財
産

0

0

、
権
利
及
び
利
益

0

0

0

0

0

0

並
び
に

（
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両
締
約
国
及
び
そ
の
国
民
の
間
の
請
求
権

0

0

0

に
関
す
る
問
題
が
、
一
九
五
一
年
九
月
八
日
に
サ
ン
・
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
市
で
署
名
さ
れ
た
日

本
国
と
の
平
和
条
約
第
四
条
⒜
に
規
定
さ
れ
た
も
の
を
含
め
て
、
完
全
か
つ
最
終
的
に
解
決
さ
れ
た
こ
と
と
な
る
こ
と
を
確
認
す
る
」

と
規
定
す
る
［
傍
線
お
よ
び
傍
点
引
用
者
］。

　

財
産
・
請
求
権
問
題
が
「
完
全
か
つ
最
終
的
に
解
決
さ
れ
た
こ
と
と
な
る
」
よ
う
に
す
る
た
め
の
具
体
的
な
方
法
を
定
め
る
の
が
二

条
三
項
で
あ
り
、
①
「
一
方
の
締
約
国
及
び
そ
の
国
民
の
財
産
、
権
利
及
び
利
益

0

0

0

0

0

0

0

0

で
あ
つ
て
こ
の
協
定
の
署
名
の
日
に
他
方
の
締
約
国

の
管
轄
の
下
に
あ
る
も
の
に
対
す
る
措
置

0

0

」
と
、
②
「
一
方
の
締
約
国
及
び
そ
の
国
民
の
他
方
の
締
約
国
及
び
そ
の
国
民
に
対
す
る
す

べ
て
の
請
求
権

0

0

0

で
あ
つ
て
同
日
以
前
に
生
じ
た
事
由
に
基
づ
く
も
の
」
に
つ
い
て
は
、「
い
か
な
る
主
張
も
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
も

の
と
す
る
」
と
定
め
る
［
傍
点
引
用
者
］。
①
に
は
「
措
置
」
と
い
う
文
言
が
付
い
て
い
る
の
に
対
し
、
②
に
は
「
措
置
」
と
い
う
文

言
が
付
い
て
い
な
い
。
つ
ま
り
、
①
に
つ
い
て
は
各
締
約
国
の
自
由
な
処
分
（
国
内
的
措
置
）
に
委
ね
た
一
方
、
②
に
つ
い
て
は
、
協0

定
そ
れ
自
体
の
効
果
と
し
て

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、「
い
か
な
る
主
張
も
す
る
こ
と
が
で
き
な
」
く
な
る
、
と
い
う
の
が
請
求
権
協
定
二
条
の
作
り
で
あ
る
。

（「
い
か
な
る
主
張
も
す
る
こ
と
が
で
き
な
」
く
な
る
と
い
う
こ
と
の
意
味
に
つ
い
て
は
、
3
で
述
べ
る
よ
う
に
、
い
く
つ
か
の
見
解

が
あ
り
得
る
。）

　

そ
し
て
、
右
の
①
に
つ
い
て
日
本
が
と
っ
た
「
措
置
」
が
一
九
六
五
年
の
日
韓
請
求
権
協
定
措
置
法
で
あ
る
。
同
法
一
項
は
、「
次

に
掲
げ
る
大
韓
民
国
又
は
そ
の
国
民
…
…
の
財
産
権
で
あ
つ
て
、［
日
韓
請
求
権
協
定
］
第
二
条
3
の
財
産
、
権
利
及
び
利
益
に
該
当

す
る
も
の
は
、
…
…
昭
和
四
〇
年
六
月
二
二
日
に
お
い
て
消
滅
し
た
も
の
と
す
る
」
と
規
定
す
る
。
一
項
に
よ
っ
て
消
滅
し
た
韓
国
お

よ
び
韓
国
民
の
財
産
権
は
、
日
本
国
ま
た
は
日
本
国
民
に
対
す
る
債
権
と
、
日
本
国
ま
た
は
そ
の
国
民
の
有
す
る
物
ま
た
は
債
権
を
目

的
と
す
る
担
保
権
で
あ
り
、
物
権
に
つ
い
て
は
、
二
項
で
、「
日
本
国
又
は
そ
の
国
民
が
昭
和
四
〇
年
六
月
二
二
日
に
お
い
て
保
管
す

る
大
韓
民
国
又
は
そ
の
国
民
の
物
で
あ
つ
て
、
協
定
第
二
条
3
の
財
産
、
権
利
及
び
利
益
に
該
当
す
る
も
の
は
、
同
日
に
お
い
て
そ
の

（
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保
管
者
に
帰
属
し
た
も
の
と
す
る
」
と
定
め
て
い
る
。

　

日
韓
請
求
権
協
定
二
条
二
項
は
、
こ
の
協
定
に
よ
っ
て
影
響
を
受
け
な
い
─
─
つ
ま
り
請
求
権
協
定
の
適
用
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
る

─
─
二
種
類
の
「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
に
つ
い
て
定
め
る
。
す
な
わ
ち
、「
一
方
の
締
約
国
の
国
民
で
一
九
四
七
年
八
月
一
五
日

か
ら
こ
の
協
定
の
署
名
の
日
ま
で
の
間
に
他
方
の
締
約
国
に
居
住
し
た
こ
と
が
あ
る
も
の
の
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」（
二
条
二
項

⒜
）
と
、「
一
方
の
締
約
国
及
び
そ
の
国
民
の
財
産
、
権
利
及
び
利
益
で
あ
つ
て
一
九
四
五
年
八
月
一
五
日
以
後
に
お
け
る
通
常
の
接

触
の
過
程
に
お
い
て
取
得
さ
れ
又
は
他
方
の
締
約
国
の
管
轄
の
下
に
は
い
つ
た
も
の
」（
二
条
二
項
⒝
）
の
二
つ
で
あ
る
。
前
者
は
、

戦
後
引
き
続
き
日
本
に
社
会
生
活
上
の
つ
な
が
り
を
も
ち
続
け
た
と
認
定
し
う
る
韓
国
人
（
具
体
的
に
は
在
日
韓
国
人
）
の
「
財
産
、

権
利
及
び
利
益
」
を
保
護
す
る
規
定
で
あ
り
、
そ
の
認
定
の
基
準
と
し
て
は
、
終
戦
直
後
の
朝
鮮
人
引
揚
げ
の
大
勢
が
ほ
ぼ
完
了
し
た

と
考
え
ら
れ
る
時
期
（
一
九
四
七
年
前
半
）
で
あ
り
、
か
つ
、
民
間
貿
易
が
新
た
に
開
始
さ
れ
て
両
国
民
間
の
通
常
の
取
引
往
来
が
可

能
と
な
っ
た
時
点
（
一
九
四
七
年
八
月
一
五
日
）
が
選
ば
れ
た
。
後
者
は
、
終
戦
後
の
通
常
の
接
触
の
過
程
に
お
い
て
新
た
に
発
生
し

た
関
係
に
基
づ
く
「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
を
保
護
す
る
た
め
の
規
定
で
あ
り
、
そ
れ
ゆ
え
に
終
戦
時
（
一
九
四
五
年
八
月
一
五

日
）
が
基
準
時
と
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
二
条
二
項
に
よ
っ
て
協
定
の
適
用
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
る
の
は
「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」

だ
け
で
あ
り
、「
請
求
権
」
は
除
外
の
対
象
に
含
め
ら
れ
て
い
な
い
。

　

3　

日
韓
請
求
権
協
定
に
関
す
る
解
釈
上
の
論
点

　

日
韓
請
求
権
協
定
に
つ
い
て
は
、
少
な
く
と
も
次
の
三
つ
の
こ
と
が
解
釈
上
問
題
と
な
る
。

　

①　
「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
と
「
請
求
権
」
と
の
関
係

（
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）

（
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）
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②　

本
協
定
に
よ
っ
て
「
い
か
な
る
主
張
も
す
る
こ
と
が
で
き
な
」
く
な
る
と
い
う
こ
と
の
意
味

　

③　

本
協
定
に
よ
っ
て
「
完
全
か
つ
最
終
的
に
解
決
さ
れ
た
」
財
産
・
請
求
権
問
題
の
事
項
的
範
囲

　

日
韓
請
求
権
協
定
に
つ
い
て
従
来
中
心
的
に
論
じ
ら
れ
て
き
た
の
は
、
②
の
論
点
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
日
韓
請
求
権
協
定
に
よ
っ

て
処
理
さ
れ
た
の
が
、
国
家
の
財
産
・
請
求
権
（
外
交
的
保
護
権
を
含
む
）
だ
け
な
の
か
、
そ
れ
と
も
、
個
人
の
財
産
・
請
求
権
を
含

む
の
か
、
さ
ら
に
（
特
に
後
者
の
場
合
）、「
い
か
な
る
主
張
も
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
と
い
う
の
は
、
権
利
自
体
が
実
体
的
に
消
滅

し
た
こ
と
を
意
味
す
る
の
か
、
そ
れ
と
も
、
権
利
自
体
は
実
体
的
に
は
消
滅
し
て
お
ら
ず
、
裁
判
上
訴
求
す
る
権
能
が
消
滅
し
た
だ
け

な
の
か
と
い
う
問
題
で
あ
る
。

　

し
か
し
、
新
日
鉄
住
金
事
件
・
大
法
院
判
決
は
、
こ
の
問
題
に
つ
い
て
何
も
判
断
し
な
か
っ
た
。
大
法
院
は
、
日
韓
請
求
権
協
定
の

事
項
的
適
用
範
囲
（
右
の
③
）
を
問
題
に
し
、「
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
」
は
日
韓
請
求
権
協
定
の
対
象
外
の
問
題
で
あ
る
と
結
論

し
た
の
で
あ
る
。
つ
ま
り
、「
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
」
は
、
そ
も
そ
も
事
項
的
に
請
求
権
協
定
の
対
象
外
の
問
題
で
あ
る
か
ら
、

請
求
権
協
定
に
よ
っ
て
処
理
さ
れ
た
も
の
が
個
人
の
請
求
権
を
含
む
の
か
と
い
う
問
題
に
つ
い
て
、
判
断
す
る
必
要
が
な
い
と
い
う
こ

と
で
あ
る
。

　

大
法
院
は
、
①
の
論
点
に
つ
い
て
も
何
も
検
討
す
る
こ
と
な
く
、
本
件
訴
訟
で
原
告
ら
の
請
求
し
て
い
る
も
の
が
「
請
求
権
」
で
あ

る
と
の
前
提
で
議
論
を
進
め
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
大
法
院
判
決
の
内
容
を
理
解
す
る
上
で
①
の
論
点
に
つ
い
て
述
べ
る
必
要
は
基

本
的
に
は
な
い
が
、
ご
く
簡
単
に
論
点
を
整
理
し
て
お
く
。

　
「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
と
は
、
合
意
議
事
録
二
項
⒜
に
よ
れ
ば
、「
法
律
上
の
根
拠
に
基
づ
き
財
産
的
価
値
を
認
め
ら
れ
る
す
べ

て
の
種
類
の
実
体
的
権
利
を
い
う
」。
他
方
、「
請
求
権
」
を
定
義
し
た
規
定
は
、
協
定
本
体
に
も
合
意
議
事
録
に
も
な
い
。「
財
産
、

（
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権
利
及
び
利
益
」
と
「
請
求
権
」
と
の
関
係
に
つ
い
て
、
日
本
の
判
例
・
学
説
で
は
、（
ア
）「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
と
は
協
定
署

名
の
時
点
で
権
利
関
係
が
明
確
に
な
っ
て
い
た
も
の
（
裁
判
等
に
よ
り
公
権
的
に
確
定
し
て
い
た
も
の
や
、
当
事
者
間
に
争
い
の
な
か

っ
た
も
の
等
）
を
指
し
、
そ
れ
以
外
の
も
の
は
「
請
求
権
」
に
当
た
る
と
い
う
説
（「
限
定
説
」
と
か
「
請
求
権
説
」
と
呼
ば
れ
る
）

と
、（
イ
）「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
は
法
律
上
の
根
拠
に
基
づ
き
財
産
的
価
値
を
も
つ
実
体
的
権
利
で
あ
れ
ば
よ
く
、
協
定
署
名
時

に
権
利
関
係
が
明
確
に
な
っ
て
い
た
こ
と
は
必
要
な
い
と
す
る
説
（「
非
限
定
説
」
と
か
「
財
産
権
説
」
と
呼
ば
れ
る
）
が
あ
る
。
協

定
署
名
時
に
裁
判
に
よ
っ
て
確
定
し
て
い
な
か
っ
た
損
害
賠
償
請
求
権
（
新
日
鉄
住
金
事
件
に
お
け
る
原
告
ら
の
請
求
は
こ
れ
に
当
た

る
）
は
、（
ア
）
に
よ
れ
ば
「
請
求
権
」
に
当
た
り
、（
イ
）
に
よ
れ
ば
「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
に
当
た
る
こ
と
に
な
る
。

　

前
述
し
た
よ
う
に
、「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
は
、
各
締
約
国
の
「
措
置
」
に
よ
っ
て
処
理
さ
れ
る
一
方
、「
請
求
権
」
は
、
日
韓

請
求
権
協
定
そ
の
も
の
の
効
果
と
し
て
「
い
か
な
る
主
張
も
す
る
こ
と
が
で
き
な
」
く
な
る
。
前
者
に
つ
い
て
、
日
本
は
日
韓
請
求
権

協
定
措
置
法
と
い
う
「
措
置
」
に
よ
っ
て
韓
国
お
よ
び
韓
国
人
の
権
利
を
消
滅
さ
せ
た
が
、
韓
国
は
そ
の
よ
う
な
措
置
を
と
っ
て
い
な

い
。
そ
の
た
め
、「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
が
裁
判
で
問
題
に
な
っ
た
と
き
に
、
日
本
法
が
準
拠
法
に
な
る
場
合
に
は
「
財
産
、
権

利
及
び
利
益
」
は
消
滅
し
て
い
る
が
、
韓
国
法
が
準
拠
法
に
な
る
場
合
に
は
「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
は
消
滅
し
て
い
な
い
こ
と
に

な
る
。
朝
鮮
半
島
が
日
本
の
統
治
の
下
に
あ
っ
た
時
代
に
成
立
し
た
法
律
関
係
に
つ
い
て
韓
国
法
が
準
拠
法
に
な
る
と
い
う
こ
と
は
、

お
そ
ら
く
日
本
の
協
定
交
渉
者
は
想
定
し
て
い
な
か
っ
た
は
ず
で
あ
る
が
─
─
朝
鮮
半
島
は
日
本
の
領
土
で
あ
り
、
朝
鮮
半
島
住
民
は

日
本
人
だ
っ
た
の
で
、
法
律
関
係
に
外
国
的
要
素
が
含
ま
れ
て
い
な
い
、
と
日
本
の
協
定
交
渉
者
は
考
え
て
い
た
は
ず
で
あ
る
─
─
、

新
日
鉄
住
金
事
件
で
は
、
不
法
行
為
の
準
拠
法
が
韓
国
民
法
と
さ
れ
た
（
差
戻
し
後
の
ソ
ウ
ル
高
等
法
院
判
決
。
大
法
院
判
決
に
よ
っ

て
確
定
）。
裁
判
で
問
題
と
な
っ
て
い
る
も
の
が
「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
で
あ
り
、
か
つ
、
韓
国
法
が
準
拠
法
に
な
る
場
合
に
は
、

請
求
権
協
定
の
解
釈
を
論
ず
る
ま
で
も
な
く
、「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
は
消
滅
し
て
い
な
い
と
い
う
事
態
が
生
じ
得
る
の
で
あ
る
。

（
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た
だ
し
、
新
日
鉄
住
金
事
件
で
は
、
原
告
ら
の
請
求
し
て
い
る
も
の
が
「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
で
は
な
く
「
請
求
権
」
で
あ
る
と

さ
れ
た
た
め
、
そ
の
よ
う
な
こ
と
に
は
な
ら
な
か
っ
た
。「
請
求
権
」
に
つ
い
て
は
、
日
本
も
韓
国
も
「
措
置
」
を
と
っ
て
い
な
い

（
上
述
し
た
よ
う
に
、
日
韓
請
求
権
協
定
措
置
法
は
「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
の
み
を
対
象
と
し
て
い
る
）
か
ら
、
日
韓
請
求
権
協

定
に
よ
っ
て
「
い
か
な
る
主
張
も
す
る
こ
と
が
で
き
な
」
く
な
っ
た
と
い
う
こ
と
の
意
味
が
問
題
に
な
る
（
前
記
②
の
問
題
）。
た
だ

し
、
前
述
し
た
と
お
り
、
新
日
鉄
住
金
事
件
で
は
、「
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
」
が
請
求
権
協
定
の
事
項
的
適
用
範
囲
の
外
の
問
題

だ
と
さ
れ
た
た
め
、
②
の
論
点
は
検
討
さ
れ
な
か
っ
た
。

　

な
お
、
日
韓
請
求
権
協
定
に
限
ら
ず
、
請
求
権
の
処
理
・
放
棄
一
般
に
つ
い
て
問
題
に
な
る
論
点
と
し
て
、
国
家
に
よ
る
個
人
請
求

権
の
処
理
・
放
棄
が
、
国
際
人
権
法
上
の
裁
判
を
受
け
る
権
利
に
よ
っ
て
制
限
さ
れ
る
か
と
い
う
論
点
が
あ
る
が
、
大
法
院
判
決
で
こ

の
論
点
は
問
題
に
な
ら
な
か
っ
た
の
で
、
本
稿
で
は
こ
の
論
点
も
扱
わ
な
い
。

二　

大
法
院
判
決
の
概
要

　

以
下
で
は
、
新
日
鉄
住
金
事
件
・
大
法
院
判
決
に
つ
い
て
、
事
実
お
よ
び
訴
訟
手
続
の
概
要
（
2
）
と
判
旨
（
3
）
を
紹
介
す
る
が
、

そ
の
前
に
、
判
決
で
は
十
分
に
説
明
さ
れ
て
い
な
い
「
徴
用
」
お
よ
び
「
強
制
動
員
」
の
語
の
意
味
に
つ
い
て
、
若
干
の
補
足
説
明
を

し
て
お
く
（
1
）。

　

1　
「
徴
用
」
お
よ
び
「
強
制
動
員
」
の
概
念

　

原
告
ら
は
、
一
九
二
三
年
か
ら
一
九
二
九
年
の
間
に
朝
鮮
半
島
で
生
ま
れ
朝
鮮
半
島
に
居
住
し
て
い
た
人
々
で
あ
り
、
大
法
院
判
決

に
よ
れ
ば
、
日
本
製
鐵
株
式
会
社
（
以
下
「
旧
日
本
製
鐵
」
と
い
う
）
に
よ
り
「
強
制
動
員
」
さ
れ
て
日
本
に
渡
り
、
旧
日
本
製
鐵
の

（
37
）
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製
鉄
所
で
労
働
に
従
事
さ
せ
ら
れ
た
。
本
件
訴
訟
の
原
告
ら
の
よ
う
な
人
々
は
、
日
本
に
お
け
る
新
聞
報
道
で
は
、「
元
徴
用
工
」
と

呼
ば
れ
る
こ
と
が
多
い
。
な
お
、
旧
日
本
製
鐵
は
、
一
九
四
六
年
の
会
社
経
理
応
急
措
置
法
お
よ
び
企
業
再
建
整
備
法
に
基
づ
き
、
資

産
・
営
業
を
譲
渡
す
る
な
ど
し
て
第
二
会
社
（
八
幡
製
鐵
株
式
会
社
、
富
士
製
鐵
株
式
会
社
、
日
本
製
鐵
汽
船
株
式
会
社
、
播
磨
耐
火

煉
瓦
株
式
会
社
）
を
設
立
し
て
解
散
し
た
。
第
二
会
社
の
う
ち
、
八
幡
製
鐵
と
富
士
製
鐵
が
一
九
七
〇
年
に
合
併
し
て
社
名
を
新
日
鉄

株
式
会
社
に
変
更
し
、
二
〇
一
二
年
に
は
新
日
鉄
と
住
友
金
属
工
業
が
合
併
し
て
社
名
を
新
日
鉄
住
金
株
式
会
社
に
変
更
し
た
。
本
件

訴
訟
の
被
告
は
新
日
鉄
住
金
で
あ
り
、
本
件
に
お
け
る
争
点
の
一
つ
は
、
旧
日
本
製
鐵
と
新
日
鉄
住
金
の
法
的
同
一
性
、
あ
る
い
は
、

前
者
の
債
務
を
後
者
が
承
継
す
る
か
と
い
う
問
題
で
あ
っ
た
。

　
「
徴
用
」
と
は
、「
国
の
公
権
に
よ
っ
て
国
民
を
強
制
的
に
動
員
し
、
一
定
の
業
務
（
兵
役
を
除
く
）
に
従
事
さ
せ
る
こ
と
」
を
い
う
。

日
本
は
、
国
民
総
動
員
法
（
一
九
三
七
年
）
四
条
に
基
づ
き
、
一
九
三
九
年
に
国
民
徴
用
令
を
制
定
し
た
が
、
当
初
、
国
民
徴
用
令
に

基
づ
く
徴
用
は
、
朝
鮮
半
島
で
は
発
動
さ
れ
な
か
っ
た
。
①
朝
鮮
半
島
で
は
当
初
、
朝
鮮
総
督
府
の
募
集
許
可
を
受
け
た
事
業
者
が
労

働
者
を
募
集
し
、
確
保
し
た
労
働
者
の
名
簿
を
募
集
地
の
警
察
署
長
に
提
出
し
認
定
を
受
け
た
上
で
日
本
内
地
に
集
団
渡
航
さ
せ
る

「
募
集
方
式
」
が
採
用
さ
れ
た
（
一
九
三
九
年
七
月
二
九
日
「
朝
鮮
人
労
働
者
内
地
移
住
に
関
す
る
件
」
と
同
九
月
一
日
「
朝
鮮
人
労

務
者
募
集
並
渡
航
取
扱
要
項
」
に
よ
る
）。「
募
集
方
式
」
に
よ
る
労
働
力
確
保
は
、「『
募
集
』
と
言
っ
て
も
、
日
本
政
府
、
朝
鮮
総
督

府
、
警
察
が
深
く
関
与
し
て
」
お
り
、「
警
察
官
に
よ
っ
て
集
め
ら
れ
た
朝
鮮
人
が
『
募
集
』
を
拒
否
す
る
こ
と
は
実
質
的
に
不
可

能
」
だ
っ
た
と
も
言
わ
れ
る
。
②
そ
の
後
、
太
平
洋
に
戦
火
が
拡
大
す
る
と
、
一
九
四
二
年
二
月
一
三
日
に
は
「
朝
鮮
人
労
務
者
活
用

に
関
す
る
件
」
が
閣
議
決
定
さ
れ
、
同
二
〇
日
に
は
「
朝
鮮
人
内
地
移
住
斡
旋
要
項
」
が
発
令
さ
れ
て
、「
官
斡
旋
方
式
」
と
呼
ば
れ

る
方
式
が
採
用
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
事
業
者
か
ら
の
斡
旋
申
請
を
受
け
て
朝
鮮
総
督
府
が
地
方
行
政
組
織
に
動
員
人
数
を
割
り
振
る
こ

と
に
よ
っ
て
動
員
体
制
を
強
化
す
る
も
の
だ
っ
た
。「
官
斡
旋
で
は
、
日
本
政
府
が
朝
鮮
の
村
々
に
動
員
人
数
を
割
り
当
て
、
地
方
の

（
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行
政
当
局
と
朝
鮮
総
督
府
の
外
郭
団
体
で
あ
る
朝
鮮
労
務
協
会
、
警
察
官
、
企
業
か
ら
派
遣
さ
れ
た
労
務
補
導
員
が
協
力
し
て
有
無
を

言
わ
せ
ず
徴
発
す
る
も
の
」
だ
っ
た
と
も
言
わ
れ
る
。
③
そ
の
後
、
一
九
四
四
年
四
月
二
七
日
に
は
日
本
内
地
の
炭
鉱
労
働
者
が
事
実

上
の
徴
用
扱
い
（
い
わ
ゆ
る
「
現
員
徴
用
」）
と
な
っ
た
の
に
続
い
て
、
一
九
四
四
年
八
月
八
日
に
は
「
半
島
人
労
務
者
の
移
入
に
関

す
る
件
」
が
閣
議
決
定
さ
れ
、
国
民
徴
用
令
に
基
づ
く
徴
用
が
朝
鮮
半
島
で
も
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
国
民
徴
用
令
に
よ
る
徴
用

は
、
事
業
所
か
ら
の
徴
用
申
請
を
受
け
て
朝
鮮
総
督
府
が
必
要
が
あ
る
と
認
め
た
と
き
に
は
道
知
事
に
対
し
て
徴
用
令
を
出
し
、
同
知

事
が
国
民
登
録
に
基
づ
い
て
適
格
者
を
選
別
し
て
出
頭
を
命
じ
、
適
否
を
判
断
し
て
徴
用
す
る
も
の
で
あ
り
、
正
当
な
理
由
な
く
徴
用

に
応
じ
な
い
者
に
は
罰
則
（
一
年
以
下
の
懲
役
ま
た
は
一
〇
〇
〇
円
以
下
の
罰
金
）
が
科
せ
ら
れ
た
。

　
「
徴
用
」
は
、
狭
い
意
味
で
は
右
の
③
の
み
を
指
す
が
、
広
い
意
味
で
は
①
～
③
の
す
べ
て
を
含
む
意
味
で
使
わ
れ
る
。「
韓
国
社
会

で
は
三
つ
の
制
度
の
い
ず
れ
か
で
日
本
に
行
か
さ
れ
た
こ
と
を
『
徴
用
さ
れ
た
』
と
呼
び
習
わ
し
て
き
」
た
と
言
わ
れ
る
。「
強
制
動

員
」
の
語
は
、
通
常
は
①
～
③
の
す
べ
て
を
含
む
意
味
で
用
い
ら
れ
る
。

　

本
件
訴
訟
の
原
告
四
名
が
右
の
①
～
③
の
ど
の
方
式
に
よ
り
旧
日
本
製
鐵
で
労
働
す
る
に
至
っ
た
の
か
は
、
判
決
文
か
ら
は
明
ら
か

で
な
い
部
分
も
あ
る
が
、
大
法
院
判
決
で
認
定
さ
れ
た
事
実
を
ひ
と
ま
ず
抜
き
出
し
て
み
よ
う
。
判
決
に
よ
れ
ば
、
原
告
1
と
原
告
2

は
、
一
九
四
三
年
頃
に
平
壌
で
出
て
い
た
旧
日
本
製
鐵
大
阪
製
鉄
所
の
工
員
募
集
広
告
─
─
そ
の
募
集
広
告
に
は
、「
大
阪
製
鉄
所
で

二
年
間
の
訓
練
を
受
け
れ
ば
、
技
術
を
習
得
す
る
こ
と
が
で
き
、
訓
練
終
了
後
に
は
韓
半
島
の
製
鉄
所
で
技
術
者
と
し
て
就
職
で
き

る
」
と
記
載
さ
れ
て
い
た
─
─
を
見
て
応
募
し
、
旧
日
本
製
鉄
の
募
集
担
当
者
に
よ
る
面
接
を
受
け
て
合
格
し
、
大
阪
製
鉄
所
で
訓
練

工
と
し
て
労
役
に
従
事
し
た
。
原
告
3
は
、「
一
九
四
一
年
、
大
田
市
長
の
推
薦
を
受
け
、
報
国
隊
と
し
て
動
員
さ
れ
、
旧
日
本
製
鐵

の
募
集
担
当
官
の
引
率
に
よ
っ
て
日
本
に
渡
り
、
旧
日
本
製
鐵
の
釜
石
製
鉄
所
で
…
…
労
役
に
従
事
し
た
」。
原
告
4
は
、「
一
九
四
三

年
一
月
頃
、
群
山
府
（
現
在
の
群
山
市
）
の
指
示
を
受
け
て
募
集
さ
れ
、
旧
日
本
製
鐵
の
引
率
者
と
と
も
に
日
本
に
渡
り
、
旧
日
本
製

（
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鐵
の
八
幡
製
鉄
所
で
…
…
労
役
に
従
事
し
」
た
。
な
お
、
判
決
で
は
、
原
告
1
と
原
告
2
が
一
九
四
四
年
二
月
頃
に
徴
用
（
現
員
徴

用
）
さ
れ
た
事
実
も
認
定
さ
れ
て
い
る
。

　

判
決
で
認
定
さ
れ
た
事
実
を
見
る
と
、
原
告
1
と
2
は
「
募
集
方
式
」
に
よ
り
、
原
告
3
と
4
は
「
官
斡
旋
方
式
」
に
よ
っ
て
動
員

さ
れ
た
者
で
あ
る
よ
う
に
見
え
る
。
実
際
、
大
法
官
金
哉
衡
お
よ
び
大
法
官
金
善
洙
は
、
補
充
意
見
の
中
で
、「
原
告
ら
の
よ
う
に
募

集
方
式
ま
た
は
官
斡
旋
方
式
で
行
わ
れ
た
強
制
動
員
」
と
述
べ
て
お
り
、
原
告
四
名
が
い
ず
れ
も
「
募
集
方
式
」
ま
た
は
「
官
斡
旋
方

式
」
の
ど
ち
ら
か
に
よ
り
動
員
さ
れ
た
と
の
理
解
を
示
し
て
い
る
。
他
方
、「
今
回
の
原
告
の
う
ち
二
人
［
原
告
1
と
原
告
2
を
指
す

と
思
わ
れ
る
─
引
用
者
注
］
は
『
募
集
』
で
も
『
官
斡
旋
』
で
も
な
く
新
聞
の
求
人
広
告
と
い
う
個
別
の
募
集
に
応
じ
た
」
者
で
あ
る

（
た
だ
し
、「
そ
の
広
告
が
詐
欺
的
で
あ
っ
た
う
え
、
そ
の
後
日
本
の
工
場
で
徴
用
さ
れ
（
い
わ
ゆ
る
現
員
徴
用
）、
徴
用
工
と
し
て
強

制
的
に
労
働
さ
せ
ら
れ
た
」）
と
い
う
評
価
も
あ
る
。

　

2　

事
実
お
よ
び
訴
訟
手
続
の
概
要

　
（
1
）
事
実

　

原
告
ら
が
旧
日
本
製
鐵
で
労
働
に
従
事
す
る
に
至
っ
た
経
緯
は
1
で
述
べ
た
と
お
り
で
あ
る
。
原
告
ら
は
、
日
本
に
渡
っ
て
旧
日
本

製
鐵
の
製
鉄
所
で
働
い
た
が
、
過
酷
な
労
働
に
従
事
さ
せ
ら
れ
、
賃
金
を
支
給
さ
れ
な
い
（
原
告
3
と
4
）、
あ
る
い
は
わ
ず
か
な
小

遣
い
を
与
え
ら
れ
る
だ
け
で
残
り
の
賃
金
を
同
意
な
し
に
貯
金
さ
れ
る
（
原
告
1
と
2
）
と
い
っ
た
扱
い
を
受
け
た
。
逃
亡
が
発
覚
し

て
殴
打
さ
れ
た
者
（
原
告
4
）
や
、
逃
げ
た
い
と
言
っ
た
こ
と
が
発
覚
し
て
殴
打
さ
れ
た
者
も
い
た
（
原
告
2
）。

（
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（
2
）
訴
訟
手
続

　
（
ａ
）
日
本
に
お
け
る
訴
訟

　

原
告
1
と
原
告
2
は
、
一
九
九
七
年
一
二
月
二
四
日
、
被
告
お
よ
び
日
本
国
に
対
し
、
国
際
法
違
反
お
よ
び
不
法
行
為
等
を
理
由
と

す
る
損
害
賠
償
と
強
制
労
働
期
間
中
に
支
給
さ
れ
な
か
っ
た
賃
金
等
の
支
払
い
を
求
め
る
訴
え
を
大
阪
地
裁
に
提
起
し
た
。
大
阪
地
裁

は
、
二
〇
〇
一
年
三
月
二
七
日
の
判
決
で
こ
の
請
求
を
棄
却
し
た
。
原
告
ら
は
大
阪
高
裁
に
控
訴
し
た
が
、
大
阪
高
裁
は
、
二
〇
〇
二

年
一
一
月
一
九
日
の
判
決
で
控
訴
を
棄
却
し
、
そ
の
後
、
最
高
裁
の
上
告
棄
却
お
よ
び
上
告
不
受
理
決
定
（
二
〇
〇
三
年
一
〇
月
九

日
）
に
よ
り
判
決
が
確
定
し
た
（
以
下
「
日
本
判
決
」
と
い
う
）。

　
（
ｂ
）
韓
国
に
お
け
る
訴
訟

　

日
本
に
お
け
る
訴
訟
で
敗
訴
し
た
後
、
原
告
ら
は
、
被
告
（
新
日
鉄
住
金
）
に
対
し
国
際
法
違
反
お
よ
び
不
法
行
為
等
を
理
由
と
す

る
損
害
賠
償
を
求
め
る
訴
え
を
ソ
ウ
ル
中
央
地
方
法
院
に
提
起
し
た
（
二
〇
〇
五
年
二
月
二
八
日
）。
ソ
ウ
ル
中
央
地
方
法
院
と
控
訴

審
（
ソ
ウ
ル
高
等
法
院
）
は
、
日
本
判
決
の
既
判
力
、
旧
日
本
製
鐵
と
新
日
鉄
住
金
の
法
人
格
同
一
性
否
定
、
消
滅
時
効
に
よ
り
原
告

ら
の
請
求
を
棄
却
し
た
。

　

原
告
ら
は
上
告
し
た
。
大
法
院
は
、
二
〇
一
二
年
五
月
二
四
日
の
判
決
で
、
原
判
決
を
破
棄
し
、
事
件
を
ソ
ウ
ル
高
等
法
院
に
差
し

戻
し
た
（
以
下
「
差
戻
判
決
」
と
い
う
）。
ソ
ウ
ル
高
等
法
院
は
、
二
〇
一
三
年
七
月
一
〇
日
の
判
決
で
、
第
一
審
判
決
の
一
部
を
取

り
消
し
、
原
告
が
被
告
ら
に
対
し
各
一
億
ウ
ォ
ン
お
よ
び
こ
れ
に
対
す
る
二
〇
一
三
年
六
月
一
九
日
か
ら
支
払
済
ま
で
年
二
〇
％
の
割

合
に
よ
る
金
員
を
支
払
う
よ
う
命
じ
た
（
以
下
「
差
戻
し
後
の
原
審
判
決
」
と
い
う
）。

　

被
告
は
、
大
法
院
に
上
告
し
た
。
被
告
の
上
告
理
由
は
、
①
外
国
判
決
承
認
要
件
と
し
て
の
公
序
良
俗
違
反
に
関
す
る
法
理
の
誤
解
、

②
被
告
が
旧
日
本
製
鐵
の
債
務
を
承
継
す
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
の
外
国
法
適
用
に
お
け
る
公
序
良
俗
違
反
の
有
無
に
関
す
る
法
理
の

（
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誤
解
、
③
日
韓
請
求
権
協
定
の
適
用
対
象
と
効
力
に
関
す
る
法
理
の
誤
解
、
④
消
滅
時
効
に
関
す
る
法
理
の
誤
解
、
⑤
慰
謝
料
の
算
定

に
お
い
て
著
し
く
相
当
性
を
欠
く
こ
と
、
の
五
つ
で
あ
っ
た
。

　

大
法
院
は
、
二
〇
一
八
年
一
〇
月
三
〇
日
の
判
決
で
、
①
～
⑤
の
す
べ
て
に
つ
い
て
被
告
の
主
張
を
退
け
、
上
告
を
棄
却
し
た
。
③

以
外
は
韓
国
国
内
法
の
問
題
で
あ
る
の
で
本
稿
で
は
検
討
せ
ず
、
以
下
で
は
③
（
日
韓
請
求
権
協
定
の
解
釈
・
適
用
に
関
す
る
部
分
）

に
つ
い
て
検
討
す
る
。

　

3　

判
旨

　

上
告
理
由
③
に
関
す
る
判
決
理
由
は
、（
1
）
法
規
範
の
解
釈
に
関
す
る
部
分
、
具
体
的
に
は
、
日
韓
請
求
権
協
定
の
事
項
的
適
用

範
囲
を
確
定
す
る
部
分
（
4
．2
．나
．⑵
～
⑸
）
と
、（
2
）
そ
の
よ
う
に
解
釈
し
た
法
規
範
を
本
件
の
事
実
に
当
て
は
め
た
部
分
、
具

体
的
に
は
、
本
件
に
お
け
る
原
告
ら
の
賠
償
請
求
権
の
性
質
を
決
定
し
、
そ
れ
が
請
求
権
協
定
の
対
象
外
の
事
項
で
あ
る
と
結
論
づ
け

る
部
分
（
4
．2
．나
．⑴
、
4
．3
나
．）
の
二
つ
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、
以
下
で
検
討
す
る
。

　
（
1
）
法
規
範
の
解
釈
：
日
韓
請
求
権
協
定
の
事
項
的
適
用
範
囲

　

日
韓
請
求
権
協
定
の
事
項
的
適
用
範
囲
に
関
す
る
大
法
院
判
決
の
結
論
は
、
次
の
二
つ
の
命
題
に
ま
と
め
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
二
つ
の

命
題
は
、
同
一
の
内
容
を
表
と
裏
か
ら
述
べ
た
も
の
で
あ
る
と
言
え
る
（
前
者
は
日
韓
請
求
権
協
定
の
適
用
対
象
に
含
ま
れ
る
も
の
に

つ
い
て
、
後
者
は
そ
れ
に
含
ま
れ
な
い
も
の
に
つ
い
て
述
べ
て
い
る
）。

•

「［
日
韓
］
請
求
権
協
定
は
日
本
の
不
法
な
植
民
支
配
に
対
す
る
賠
償
を
請
求
す
る
た
め
の
協
議
で
は
な
く
、
基
本
的
に
サ
ン
フ
ラ
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ン
シ
ス
コ
条
約
第
四
条
に
基
づ
き
、
韓
日
両
国
間
の
財
政
的
・
民
事
的
債
権
・
債
務
関
係
（
재
정
적
・
민
사
적

채
권
・
채
무
관

계
）
を
政
治
的
合
意
に
よ
っ
て
解
決
す
る
た
め
の
も
の
で
あ
っ
た
」（
判
決
4
．2
．나
．⑵
）。

•
「
日
本
政
府
の
韓
半
島
に
対
す
る
不
法
な
植
民
支
配
及
び
侵
略
戦
争
の
遂
行
と
直
結
し
た
日
本
企
業
の
反
人
道
的
な
不
法
行
為
を

前
提
と
す
る
強
制
動
員
被
害
者
の
日
本
企
業
に
対
す
る
慰
謝
料
請
求
権
（
일
본 

정
부
의 

한
반
도
에 

대
한 

불
법
적
인 

식
민
지
배 

및 

침
략
전
쟁
의 

수
행
과 

직
결
된 

일
본
기
업
의 

반
인
도
적
인 

불
법
행 

위
를 

전
제
로 

하
는 

강
제
동
원 

피
해
자
의 

일
본 

기
업

에 

대
한 

위
자
료
청
구
권
）」（「
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
」）
は
、
日
韓
請
求
権
協
定
の
適
用
対
象
に
含
ま
れ
な
い
（
判
決
4
．

2
．나
．⑴
）。

　

大
法
院
は
、
右
の
二
つ
の
命
題
の
根
拠
と
し
て
、
次
の
八
つ
の
こ
と
を
挙
げ
て
い
る
。
相
互
関
係
に
つ
い
て
や
や
不
明
瞭
な
点
も
あ

る
が
、
ひ
と
ま
ず
判
決
の
順
番
の
と
お
り
に
箇
条
書
き
に
し
て
列
挙
し
て
み
よ
う
。

①
連
合
国
四
八
カ
国
と
日
本
国
と
の
間
に
締
結
さ
れ
た
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
平
和
条
約
四
条
⒜
は
、「
日
本
の
統
治
か
ら
離
脱
し
た

地
域
（
大
韓
民
国
も
こ
れ
に
該
当
す
る
。）
の
施
政
当
局
及
び
そ
の
国
民
と
日
本
及
び
日
本
国
民
の
財
産
上
の
債
権
・
債
務
関
係

は
、
こ
れ
ら
の
当
局
と
日
本
間
の
特
別
約
定
に
よ
っ
て
処
理
す
る
」
と
規
定
し
て
い
る
（
判
決
4
．2
．나
．⑵
①
）。

②
第
一
次
韓
日
会
議
（
一
九
五
二
年
二
月
一
五
日
～
四
月
二
五
日
）
で
韓
国
側
が
提
示
し
た
八
項
目
も
、
基
本
的
に
韓
日
両
国
間
の

財
政
的
・
民
事
的
債
務
関
係
に
関
す
る
も
の
だ
っ
た
。
八
項
目
中
の
第
五
項
に
「
非
徴
用
韓
国
人
の
未
収
金
、
補
償
金
及
び
そ
の

他
の
請
求
権
の
弁
済
請
求
」
と
い
う
文
言
が
あ
る
が
、
八
項
目
の
他
の
部
分
の
ど
こ
に
も
日
本
植
民
支
配
の
不
法
性
を
前
提
と
す

る
内
容
は
な
い
か
ら
、
第
五
項
の
部
分
も
日
本
側
の
不
法
行
為
を
前
提
と
す
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ

（
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て
、
上
記
の
「
非
徴
用
韓
国
人
の
未
収
金
、
補
償
金
お
よ
び
そ
の
他
の
請
求
権
の
弁
済
請
求
」
に
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
ま
で

含
ま
れ
る
と
考
え
る
こ
と
は
難
し
い
（
判
決
4
．2
．나
．⑵
②
）。

③
一
九
六
五
年
に
大
韓
民
国
政
府
が
発
刊
し
た
『
韓
日
会
談
白
書
』
に
よ
れ
ば
、
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
条
約
四
条
が
韓
日
間
の
請
求

権
問
題
の
基
礎
と
な
っ
た
と
明
示
し
て
お
り
、
さ
ら
に
「
上
記
第
四
条
の
対
日
請
求
権
は
戦
勝
国
の
賠
償
請
求
権
と
区
別
さ
れ
る
。

韓
国
は
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
条
約
の
調
印
当
事
国
で
な
い
た
め
、
第
一
四
条
の
規
定
に
よ
っ
て
戦
勝
国
が
享
有
す
る
『
損
害
及
び

苦
痛
』
に
対
す
る
賠
償
請
求
権
を
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
韓
日
間
の
請
求
権
問
題
に
は
賠
償
請
求
を
含
ま
せ
る
こ
と

は
で
き
な
い
」
と
い
う
説
明
ま
で
し
て
い
る
（
判
決
4
．2
．나
．⑵
③
）。

④
実
際
に
締
結
さ
れ
た
請
求
権
協
定
や
そ
の
附
属
書
の
ど
こ
に
も
、
日
本
植
民
支
配
の
不
法
性
に
言
及
す
る
内
容
は
ま
っ
た
く
な
い
。

請
求
権
協
定
二
条
一
項
に
お
い
て
、「
請
求
権
に
関
す
る
問
題
は
、
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
条
約
第
四
条
⒜
に
規
定
さ
れ
た
も
の
を

含
め
て
、
完
全
か
つ
最
終
的
に
解
決
さ
れ
た
こ
と
と
な
る
」
と
し
て
、
上
記
の
四
条
⒜
に
規
定
さ
れ
た
も
の
以
外
の
請
求
権
も
請

求
権
協
定
の
適
用
対
象
に
な
り
う
る
と
解
釈
さ
れ
る
余
地
が
あ
る
に
は
あ
る
。
し
か
し
、
上
記
の
と
お
り
、
日
本
の
植
民
支
配
の

不
法
性
に
ま
っ
た
く
言
及
さ
れ
て
い
な
い
以
上
、
四
条
⒜
の
範
疇
を
超
え
て
、
請
求
権
、
す
な
わ
ち
植
民
支
配
の
不
法
性
と
直
結

す
る
請
求
権
ま
で
も
上
記
の
対
象
に
含
ま
れ
る
と
見
る
こ
と
は
難
し
い
。
請
求
権
協
定
に
対
す
る
合
意
議
事
録
Ⅰ
2
⒢
も
、「
完

全
か
つ
最
終
的
に
解
決
さ
れ
る
も
の
」
に
上
記
の
八
項
目
の
範
囲
に
属
す
る
請
求
が
含
ま
れ
て
い
る
と
規
定
し
た
だ
け
で
あ
る

（
判
決
4
．2
．나
．⑵
④
）。

⑤
二
〇
〇
五
年
、
民
官
共
同
委
員
会
も
「
請
求
権
協
定
は
基
本
的
に
日
本
の
植
民
支
配
の
賠
償
を
請
求
す
る
た
め
の
も
の
で
は
な
く
、

サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
条
約
第
四
条
に
基
づ
き
、
韓
日
両
国
間
の
財
政
的
、
民
事
的
債
権
及
び
債
務
関
係
を
解
決
す
る
た
め
の
も
の

で
あ
る
」
と
の
公
式
見
解
を
明
ら
か
に
し
た
（
判
決
4
．2
．나
．⑵
⑤
）。

（
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）

（阪大法学）69（6-49）　1233〔2020.3〕



論　　　説

⑥
請
求
権
協
定
一
条
に
よ
り
日
本
が
大
韓
民
国
に
支
給
し
た
経
済
協
力
資
金
が
二
条
に
よ
る
権
利
問
題
の
解
決
と
法
的
な
対
価
関
係

に
あ
る
と
言
え
る
か
否
か
も
明
ら
か
で
は
な
い
。
請
求
権
協
定
一
条
で
は
「
三
億
ド
ル
無
償
提
供
、
二
億
ド
ル
借
款
（
有
償
）
の

実
行
」
を
規
定
し
て
い
る
が
、
そ
の
具
体
的
な
名
目
に
つ
い
て
は
い
か
な
る
内
容
も
な
い
。
請
求
権
協
定
の
前
文
に
お
い
て
、

「
請
求
権
問
題
の
解
決
」
に
言
及
し
て
は
い
る
も
の
の
、
無
償
三
億
ド
ル
お
よ
び
有
償
二
億
ド
ル
と
具
体
的
に
結
び
つ
く
内
容
は

な
い
。
当
時
の
日
本
側
の
立
場
も
、
請
求
権
協
定
一
条
の
資
金
は
基
本
的
に
経
済
協
力
の
性
格
で
あ
る
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
し
、

請
求
権
協
定
一
条
と
二
条
の
間
に
法
律
的
な
相
互
関
係
が
存
在
し
な
い
と
い
う
立
場
で
あ
っ
た
（
判
決
4
．2
．나
．⑶
）。

⑦
請
求
権
協
定
の
交
渉
過
程
で
日
本
政
府
は
、
植
民
支
配
の
不
法
性
を
認
め
な
い
ま
ま
、
強
制
動
員
被
害
の
法
的
賠
償
を
徹
底
的
に

否
認
し
、
こ
れ
に
伴
い
韓
日
両
国
の
政
府
は
日
帝
の
韓
半
島
支
配
の
性
格
に
関
し
て
合
意
に
至
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。
こ
の

よ
う
な
状
況
で
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
が
請
求
権
協
定
の
適
用
対
象
に
含
ま
れ
た
と
見
る
の
は
難
し
い
。
請
求
権
協
定
の
一
方

の
当
事
者
で
あ
る
日
本
政
府
が
不
法
行
為
の
存
在
お
よ
び
そ
れ
に
対
す
る
賠
償
責
任
の
存
在
を
否
認
す
る
状
況
で
、
被
害
者
側
で

あ
る
大
韓
民
国
政
府
が
自
ら
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
ま
で
も
含
む
内
容
で
請
求
権
協
定
を
締
結
し
た
と
は
考
え
ら
れ
な
い
か
ら

で
あ
る
（
判
決
4
．2
．나
．⑷
）。

⑧
差
戻
し
後
の
原
審
に
お
い
て
被
告
が
追
加
的
に
提
出
し
た
証
拠
に
よ
れ
ば
、
第
五
次
韓
日
会
談
予
備
会
談
中
の
過
程
で
大
韓
民
国

側
が
「
他
国
民
を
強
制
的
に
動
員
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
負
わ
せ
た
被
徴
用
者
の
精
神
的
、
肉
体
的
苦
痛
に
対
す
る
補
償
」
に
言
及

し
た
（
一
九
六
一
年
五
月
一
〇
日
）
事
実
や
、
第
六
次
韓
日
会
談
予
備
会
談
の
過
程
で
韓
国
側
が
「
八
項
目
に
対
す
る
補
償
と
し

て
総
額
一
二
億
二
〇
〇
〇
万
ド
ル
を
要
求
し
、
そ
の
う
ち
の
三
億
六
四
〇
〇
万
ド
ル
（
約
三
〇
％
）
を
強
制
動
員
被
害
補
償
に
対

す
る
も
の
と
し
て
算
定
」
し
た
（
一
九
六
一
年
一
二
月
一
五
日
）
事
実
を
認
め
る
こ
と
は
で
き
る
が
、
こ
れ
ら
は
、
大
韓
民
国
や

日
本
の
公
式
見
解
で
は
な
く
、
交
渉
担
当
官
が
交
渉
で
有
利
な
地
位
を
占
め
よ
う
と
い
う
目
的
で
し
た
発
言
に
過
ぎ
な
い
と
考
え
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ら
れ
る
余
地
が
大
き
い
（
判
決
4
．2
．나
．⑸
）。

　

右
の
八
つ
の
う
ち
、
①
～
⑤
は
、
基
本
的
に
は
、
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
平
和
条
約
四
条
⒜
お
よ
び
同
項
の
特
別
取
極
と
し
て
締
結
さ

れ
た
日
韓
請
求
権
協
定
が
、「
日
本
の
不
法
な
植
民
支
配
に
対
す
る
賠
償
を
請
求
す
る
た
め
の
協
議
で
は
な
」
い
と
い
う
こ
と
を
言
う

た
め
に
挙
げ
ら
れ
て
い
る
が
、
そ
れ
に
加
え
て
、
い
わ
ゆ
る
「
八
項
目
」
に
お
け
る
「
非
徴
用
韓
国
人
の
未
収
金
、
補
償
金
及
び
そ
の

他
の
請
求
権
の
弁
済
請
求
」
と
い
う
文
言
の
解
釈
に
つ
い
て
述
べ
た
部
分
も
あ
る
（
②
）。
⑥
は
、
日
韓
請
求
権
協
定
一
条
と
二
条
と

の
間
に
対
価
関
係
が
な
い
と
い
う
こ
と
を
述
べ
て
い
る
。
⑦
は
、
日
本
と
韓
国
が
日
本
に
よ
る
植
民
支
配
の
違
法
性
に
つ
い
て
合
意
せ

ず
、
そ
れ
ゆ
え
に
日
本
の
違
法
な
植
民
支
配
と
直
結
し
た
請
求
権
で
あ
る
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
の
処
理
に
つ
い
て
も
合
意
し
な
か

っ
た
（
請
求
権
協
定
の
対
象
に
含
め
ら
れ
な
か
っ
た
）
と
い
う
こ
と
を
述
べ
て
い
る
。
⑧
は
、
判
決
の
結
論
を
積
極
的
に
根
拠
付
け
る

も
の
で
は
な
く
、
判
決
に
対
し
て
あ
り
得
る
反
論
に
対
す
る
再
反
論
で
あ
る
。
薬
師
寺
公
夫
が
整
理
し
て
い
る
よ
う
に
、
大
法
院
判
決

の
根
拠
は
、（
ア
）
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
条
約
四
条
論
（
①
～
⑤
）、（
イ
）
経
済
協
力
資
金
と
請
求
権
問
題
の
対
価
関
係
否
定
論
（
⑥
）、

（
ウ
）
韓
半
島
支
配
の
性
格
に
関
す
る
合
意
不
成
立
に
よ
る
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
の
欠
落
論
（
⑦
）、
の
三
つ
に
ま
と
め
る
こ
と

が
で
き
る
。

　
（
2
）
当
て
は
め
：
原
告
ら
の
賠
償
請
求
権
の
性
質
決
定

　

大
法
院
判
決
は
、
本
件
に
お
け
る
原
告
ら
の
賠
償
請
求
権
が
、「
日
本
政
府
の
韓
半
島
に
対
す
る
不
法
な
植
民
支
配
及
び
侵
略
戦
争

の
遂
行
と
直
結
し
た
日
本
企
業
の
反
人
道
的
な
不
法
行
為
を
前
提
と
す
る
強
制
動
員
被
害
者
の
日
本
企
業
に
対
す
る
慰
謝
料
請
求
権
」

に
該
当
し
、
そ
れ
ゆ
え
に
日
韓
請
求
権
協
定
の
対
象
外
の
問
題
で
あ
る
と
結
論
づ
け
る
。
判
決
は
、
次
の
四
つ
の
こ
と
を
述
べ
て
い
る
。

（
67
）
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①
日
本
政
府
は
、
不
法
な
侵
略
戦
争
の
遂
行
過
程
に
お
い
て
基
幹
軍
需
事
業
体
で
あ
る
日
本
の
製
鉄
所
に
必
要
な
労
働
力
を
確
保
す

る
た
め
に
長
期
的
な
計
画
を
立
て
て
組
織
的
に
労
働
力
を
動
員
し
、
核
心
的
な
基
幹
軍
需
事
業
体
の
地
位
に
あ
っ
た
旧
日
本
製
鐵

は
、
鉄
鋼
統
制
会
に
主
導
的
に
参
加
す
る
な
ど
、
日
本
政
府
の
上
記
の
よ
う
な
労
働
力
動
員
政
策
に
積
極
的
に
協
力
し
て
労
働
力

を
拡
充
し
た
。

②
原
告
ら
は
、
当
時
韓
半
島
と
韓
国
民
ら
が
日
本
の
不
法
で
暴
圧
的
な
支
配
を
受
け
て
い
た
状
況
に
お
い
て
、
そ
の
後
日
本
で
従
事

す
る
こ
と
に
な
る
労
働
内
容
や
環
境
に
つ
い
て
よ
く
理
解
で
き
な
い
ま
ま
、
日
本
政
府
と
旧
日
本
製
鐵
の
「
組
織
的
な
欺
罔
に
よ

り
（
조
직
적
인 

기
망
에 

의
하
여
）」
動
員
さ
れ
た
と
認
め
る
の
が
妥
当
で
あ
る
。

③
原
告
ら
は
、
成
年
に
至
ら
な
い
幼
い
年
齢
で
家
族
と
離
別
し
、
生
命
や
身
体
に
危
害
を
受
け
る
可
能
性
が
非
常
に
高
い
劣
悪
な
環

境
に
お
い
て
危
険
な
労
働
に
従
事
し
、
具
体
的
な
賃
金
額
も
知
ら
な
い
ま
ま
強
制
的
に
貯
金
さ
せ
ら
れ
、
日
本
政
府
の
残
酷
な
戦

時
総
動
員
体
制
の
も
と
で
外
出
が
制
限
さ
れ
、
常
時
監
視
さ
れ
、
脱
出
が
不
可
能
で
あ
り
、
脱
出
の
試
み
が
発
覚
し
た
場
合
に
は

残
酷
な
殴
打
を
受
け
る
こ
と
も
あ
っ
た
。

④
こ
の
よ
う
な
旧
日
本
製
鐵
の
原
告
ら
に
対
す
る
行
為
は
、「
当
時
の
日
本
政
府
の
韓
半
島
に
対
す
る
不
法
な
植
民
支
配
お
よ
び
侵

略
戦
争
の
遂
行
と
直
結
し
た
反
人
道
的
な
不
法
行
為
」
に
該
当
し
、
こ
う
し
た
不
法
行
為
に
よ
っ
て
原
告
ら
が
精
神
的
苦
痛
を
受

け
た
こ
と
は
、
経
験
則
上
明
白
で
あ
る
。

＊
本
稿
は
、
国
際
判
例
事
例
研
究
会
（
二
〇
一
九
年
三
月
二
六
日
、
於
：
明
治
大
学
）、
国
際
法
研
究
会
（
二
〇
一
九
年
四
月
六
日
、
於
：
京
都
大

学
）
お
よ
び
国
際
人
権
法
学
会
研
究
大
会
（
二
〇
一
九
年
一
一
月
一
七
日
、
於
：
明
治
学
院
大
学
）
に
お
い
て
行
っ
た
報
告
に
加
筆
・
修
正
を
加

え
た
も
の
で
あ
る
。
研
究
会
等
の
場
で
コ
メ
ン
ト
を
下
さ
っ
た
方
々
に
感
謝
申
し
上
げ
る
。
ま
た
、
和
仁
健
太
郎
「
元
徴
用
工
訴
訟
問
題
と
日
韓

請
求
権
協
定
」『
国
際
法
学
会
エ
キ
ス
パ
ー
ト
コ
メ
ン
ト
』N

o.2019-8

（
二
〇
一
九
年
）〈https://jsil.jp/archives/expert/2019-8

〉
は
、
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新日鉄住金事件・韓国大法院判決と日韓請求権協定（一）

本
稿
と
基
本
的
に
は
同
じ
内
容
を
一
般
読
者
向
け
に
解
説
し
た
も
の
で
あ
る
が
、
若
干
論
旨
を
変
え
た
部
分
も
あ
る
。
な
お
、
本
稿
で
引
用
・
参

照
す
る
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
の
最
終
閲
覧
日
は
、
い
ず
れ
も
、
二
〇
二
〇
年
一
月
七
日
で
あ
る
。

「
徴
用
」
や
「
強
制
動
員
」
の
語
の
意
味
に
つ
い
て
は
、
本
稿
二
1
を
参
照
。
日
本
政
府
が
こ
れ
ら
の
人
々
を
「
元
徴
用
工
」
で
は
な
く

「
旧
朝
鮮
半
島
出
身
労
働
者
」
と
呼
称
す
る
の
は
、
彼
ら
が
国
民
徴
用
令
に
基
づ
く
狭
い
意
味
で
の
「
徴
用
」
の
対
象
と
な
っ
た
人
々
で
は
な
い

か
ら
で
あ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、『
第
一
九
七
回
国
会
衆
議
院
予
算
委
員
会
議
録
第
二
号
』（
平
成
三
〇
年
一
一
月
一
日
）
七
頁
を

参
照
。대

법
원 

판
걸 2018.10.30

、2013

다 61381

、
裁
判
所
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
〈http://w

w
w

.scourt.go.kr/sjudge/1540892085928_183445.
pdf

〉（
以
下
「
韓
国
語
原
文
」
と
い
う
）。
本
判
決
の
日
本
語
訳
と
し
て
、
権
南
希
「
強
制
動
員
被
害
に
関
す
る
韓
国
大
法
院
判
決　

大
法
院

2013

다 

（
ダ
）61381

判
決
」『
関
西
大
学
法
学
論
集
』
六
九
巻
三
号
（
二
〇
一
九
年
）
三
一
六
─
三
四
九
頁
が
あ
る
（
以
下
「
日
本
語
訳
」
と

い
う
）。
本
稿
の
筆
者
は
韓
国
語
の
読
解
能
力
を
有
し
な
い
た
め
、
本
稿
で
は
基
本
的
に
こ
の
日
本
語
訳
を
使
用
す
る
。
な
お
、
本
判
決
に
つ
い

て
は
、
韓
国
の
国
際
法
学
者
に
よ
る
英
語
訳
も
あ
る
。Seokw

ooLeeandSeryonLee,

“DecisionoftheK
oreanCourtonJapanese

ForcedLaborreN
ew

N
ipponSteelCorporation

（Suprem
eCourt,Case2013D

a61381,FinalJudgm
ent

）,”Korean Journal 
of International Law

,V
ol.7（2019

）,pp.88-132.

三
菱
名
古
屋
勤
労
挺
身
隊
訴
訟
に
関
す
る
大
法
院
判
決
（
二
〇
一
八
年
一
一
月
二
九
日
）、
三
菱
広
島
徴
用
工
訴
訟
に
関
す
る
大
法
院
判
決

（
二
〇
一
八
年
一
一
月
二
九
日
）、
日
立
造
船
訴
訟
に
関
す
る
ソ
ウ
ル
高
等
法
院
判
決
（
二
〇
一
九
年
一
月
一
一
日
）、
不
二
越
勤
労
挺
身
隊
第
二

次
訴
訟
に
関
す
る
ソ
ウ
ル
高
等
法
院
判
決
（
二
〇
一
九
年
一
月
三
〇
日
）
な
ど
。
な
お
、
こ
の
よ
う
な
判
決
は
、
二
〇
一
八
年
に
な
っ
て
突
然
現

れ
た
訳
で
は
な
く
、
新
日
鉄
住
金
事
件
お
よ
び
三
菱
広
島
徴
用
工
事
件
に
関
す
る
二
〇
一
二
年
の
大
法
院
判
決
（
控
訴
審
判
決
を
破
棄
し
事
件
を

原
審
に
差
し
戻
し
た
判
決
）
以
降
に
相
次
い
で
い
た
。
例
え
ば
、
三
菱
重
工
広
島
徴
用
工
二
次
訴
訟
に
関
す
る
ソ
ウ
ル
中
央
地
方
法
院
判
決
（
二

〇
一
六
年
八
月
二
五
日
）、
日
立
造
船
訴
訟
に
関
す
る
ソ
ウ
ル
地
方
法
院
判
決
（
二
〇
一
六
年
九
月
二
一
日
）、
三
菱
名
古
屋
勤
労
挺
身
隊
訴
訟
に

関
す
る
光
州
地
方
法
院
判
決
（
二
〇
一
三
年
一
一
月
一
日
）
お
よ
び
光
州
高
等
法
院
判
決
（
二
〇
一
五
年
六
月
二
四
日
）、
不
二
越
勤
労
挺
身
隊

訴
訟
に
関
す
る
ソ
ウ
ル
中
央
地
方
法
院
判
決
（
二
〇
一
四
年
一
〇
月
三
〇
日
）、
不
二
越
勤
労
挺
身
隊
第
二
次
訴
訟
に
関
す
る
ソ
ウ
ル
中
央
地
方

法
院
判
決
（
二
〇
一
六
年
一
一
月
二
三
日
）、
不
二
越
勤
労
挺
身
隊
第
三
次
訴
訟
に
関
す
る
ソ
ウ
ル
中
央
地
方
法
院
判
決
（
二
〇
一
七
年
三
月
一

（
1
）

（
2
）

（
3
）
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六
日
）、
新
日
鉄
第
二
次
訴
訟
に
関
す
る
ソ
ウ
ル
中
央
地
方
法
院
判
決
（
二
〇
一
五
年
一
一
月
一
三
日
）
な
ど
。
こ
れ
ら
の
判
決
に
つ
い
て
は
、

「
法
律
事
務
所
の
資
料
棚
ア
ー
カ
イ
ブ
」
内
の
「
韓
国
戦
後
補
償
裁
判
総
覧
」〈http://justice.skr.jp/souran-kr-intro.htm

l

〉
を
参
照
。

財
産
及
び
請
求
権
に
関
す
る
問
題
の
解
決
並
び
に
経
済
協
力
に
関
す
る
日
本
国
と
大
韓
民
国
と
の
間
の
協
定
、583U

.N
.T

.S.173.

外
務
省
「
大
韓
民
国
に
よ
る
日
韓
請
求
権
協
定
に
基
づ
く
仲
裁
に
応
じ
る
義
務
の
不
履
行
に
つ
い
て
」（
令
和
元
年
七
月
一
九
日
、
外
務
大

臣
談
話
）〈https://w

w
w

.m
ofa.go.jp/m

ofaj/press/danw
a/page4_005119.htm

l

〉

外
務
省
「
旧
朝
鮮
半
島
出
身
労
働
者
問
題
に
係
る
日
韓
請
求
権
協
定
に
基
づ
く
協
議
の
要
請
」（
平
成
三
一
年
一
月
九
日
）〈https://

w
w

w
.m

ofa.go.jp/m
ofaj/press/release/press4_006961.htm

l

〉

外
務
省
「
旧
朝
鮮
半
島
出
身
労
働
者
問
題
に
係
る
日
韓
請
求
権
協
定
に
基
づ
く
仲
裁
付
託
」（
令
和
元
年
五
月
二
〇
日
）〈https://w

w
w

.
m

ofa.go.jp/m
ofaj/press/release/press4_007430.htm

l

〉

外
務
省
「
大
韓
民
国
大
法
院
に
よ
る
日
本
企
業
に
対
す
る
判
決
確
定
に
つ
い
て
（
外
務
大
臣
談
話
）」（
平
成
三
〇
年
一
〇
月
三
〇
日
）

〈https://w
w

w
.m

ofa.go.jp/m
ofaj/press/danw

a/page4_004458.htm
l

〉［
傍
点
引
用
者
］。

『
第
二
〇
〇
回
国
会
参
議
院
会
議
録
第
三
号
』（
令
和
元
年
一
〇
月
九
日
）
九
頁
（
安
倍
晋
三
総
理
大
臣
）［
傍
点
引
用
者
］。

例
え
ば
、
坂
元
茂
樹
「
韓
国
大
法
院
徴
用
工
判
決
に
関
す
る
覚
書
」
平
覚
・
梅
田
徹
・
濱
田
太
郎
編
集
代
表
『
国
際
法
の
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
：

宮
崎
繁
樹
先
生
追
悼
論
文
集
』（
日
本
評
論
社
、
二
〇
一
九
年
）
二
九
七
─
三
三
六
頁；

萬
歳
寛
之
「
日
韓
請
求
権
協
定
と
韓
国
徴
用
工
判
決
」

『
論
究
ジ
ュ
リ
ス
ト
』
三
〇
号
（
二
〇
一
九
年
）
六
七
─
七
四
頁；

篠
田
英
朗
「
日
韓
関
係
と
『
法
の
支
配
』：
多
元
的
な
法
規
範
体
系
に
お
け

る
調
整
理
論
の
必
要
性
」『
論
究
ジ
ュ
リ
ス
ト
』
三
〇
号
（
二
〇
一
九
年
）
七
五
─
八
二
頁；

李
炳
澯
「
い
わ
ゆ
る
『
二
〇
一
八
年
徴
用
工
判

決
』
に
対
す
る
国
際
法
上
の
考
察
：
条
約
解
釈
を
中
心
に
」『
立
命
館
国
際
地
域
研
究
』
五
〇
号
（
二
〇
一
九
年
）
四
一
─
五
九
頁；

薬
師
寺
公

夫
「
判
例
紹
介　
韓
国
大
法
院
：
新
日
鉄
住
金
株
式
会
社
徴
用
工
（
新
日
鉄
住
金
）
事
件
再
上
告
審
判
決
（
韓
国
大
法
院
大
法
廷
二
〇
一
八
年
一

〇
月
三
〇
日
（2013

タ61381

損
害
賠
償
（
キ
）））」『
国
際
人
権
』
三
〇
号
（
二
〇
一
九
年
）
一
二
二
─
一
二
五
頁；

金
昌
禄
「
判
例
紹
介　
韓

国
大
法
院
：『
強
制
動
員
』
判
決
（
韓
国
大
法
院
二
〇
一
八
年
一
〇
月
三
〇
日
宣
告2013

다 61381

全
員
合
議
体
判
決
）」『
国
際
人
権
』
三
〇
号

（
二
〇
一
九
年
）
一
二
六
─
一
二
七
頁
。

財
産
及
び
請
求
権
に
関
す
る
問
題
の
解
決
並
び
に
経
済
協
力
に
関
す
る
日
本
国
と
大
韓
民
国
と
の
間
の
協
定
に
つ
い
て
の
合
意
さ
れ
た
議
事

録
、583U

.N
.T

.S.243.

（
4
）

（
5
）

（
6
）

（
7
）

（
8
）

（
9
）

（
10
）

（
11
）
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新日鉄住金事件・韓国大法院判決と日韓請求権協定（一）

経
済
協
力
規
定
に
つ
い
て
は
、
御
巫
清
尚
「
経
済
協
力
協
定
」『
法
律
時
報
』
四
三
三
号
（
一
九
六
五
年
）
七
六
─
八
〇
頁；

山
口
達
男

「
経
済
協
力
」
谷
田
正
躬
・
辰
巳
信
夫
・
武
智
敏
夫
編
『
時
の
法
令
別
冊
：
日
韓
条
約
と
国
内
法
の
解
説
』（
大
蔵
省
印
刷
局
、
一
九
六
六
年
）

四
二
─
五
七
頁
を
参
照
。

日
本
の
生
産
物
お
よ
び
日
本
人
の
役
務
の
無
償
供
与
は
、
ビ
ル
マ
（
日
本
国
と
ビ
ル
マ
連
邦
と
の
間
の
平
和
条
約
（
一
九
五
四
年
））、
フ
ィ

リ
ピ
ン
（
日
本
国
と
フ
ィ
リ
ピ
ン
共
和
国
と
の
間
の
賠
償
協
定
（
一
九
五
六
年
））、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
（
日
本
国
と
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
共
和
国
と
の
間

の
平
和
条
約
（
一
九
五
八
年
））、
南
ベ
ト
ナ
ム
（
日
本
と
ヴ
ィ
エ
ト
ナ
ム
共
和
国
と
の
間
の
賠
償
協
定
（
一
九
五
九
年
））
と
の
間
で
、「
賠
償
と

し
て
」
行
わ
れ
た
方
式
に
倣
っ
た
も
の
で
あ
る
。
日
本
政
府
の
見
解
で
は
、
日
韓
請
求
権
協
定
に
基
づ
く
生
産
物
と
役
務
の
無
償
供
与
は
、「
賠

償
と
し
て
」
行
う
も
の
で
は
な
い
が
、
生
産
物
と
役
務
の
無
償
供
与
の
方
式
は
、
ビ
ル
マ
と
の
平
和
条
約
以
来
「
日
本
に
と
っ
て
最
も
な
じ
み
の

深
い
も
の
と
な
っ
て
お
り
」、「
ほ
ぼ
完
全
に
近
い
形
が
で
き
上
が
っ
て
い
る
の
で
」、
韓
国
に
対
す
る
無
償
供
与
の
方
式
と
し
て
も
大
筋
と
し
て

活
用
さ
れ
た
。
御
巫
・
前
掲
注
（
12
）
七
六
頁
参
照
。

李
元
徳
「
日
韓
請
求
権
交
渉
過
程
（
一
九
五
一
─
一
九
六
二
）
の
分
析
：
日
本
の
対
韓
政
策
の
観
点
か
ら
」『
法
学
志
林
』
九
三
巻
一
号

（
一
九
九
五
年
）
一
〇
六
頁
参
照
。

谷
田
正
躬
「
請
求
権
問
題
」
谷
田
ほ
か
・
前
掲
注
（
12
）
六
二
頁
参
照
。

例
え
ば
、
昭
和
三
八
年
二
月
二
日
の
衆
議
院
予
算
委
員
会
に
お
い
て
、
民
社
党
の
春
日
一
幸
衆
議
院
議
員
は
、
韓
国
人
が
日
本
国
ま
た
は
日

本
人
に
対
し
て
有
し
て
い
る
債
権
に
つ
い
て
、
三
億
ド
ル
の
無
償
経
済
協
力
を
原
資
と
し
て
韓
国
が
日
本
に
代
わ
っ
て
代
位
弁
済
す
る
の
で
な
け

れ
ば
韓
国
の
債
権
者
は
納
得
し
な
い
と
思
う
が
、
韓
国
が
日
本
に
代
わ
っ
て
代
位
弁
済
す
る
と
の
合
意
が
な
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
尋

ね
た
と
こ
ろ
、
大
平
正
芳
外
務
大
臣
は
、
次
の
よ
う
に
回
答
し
た
。「
有
償
無
償
の
経
済
協
力
を
い
た
し
ま
す
随
伴
的
な
結
果
と
し
て

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
幸
い
に

平
和
条
約
第
四
条
上
の
一
切
の
問
題
が
解
決
す
る
。
問
題
を
残
し
た
解
決
は
あ
り
得
な
い
の
で
、
す
べ
て
の
問
題
、
一
切
の
請
求
権
の
問
題
が
最

終
的
に
解
決
す
る
と
い
う
よ
う
に
い
た
し
た
い
と
考
え
て
い
る
わ
け
で
ご
ざ
い
ま
し
て
、
そ
う
な
り
ま
し
た
ら
、
日
本
政
府
と
し
て
、
国
際
法
上

今
言
わ
れ
た
よ
う
な
請
求
に
応
ず
る
義
務
が
あ
り
ま
せ
ん
。
韓
国
と
韓
国
民
の
問
題
は
韓
国
政
府
の
問
題
で
ご
ざ
い
ま
し
て
、
私
ど
も
が
関
知
す

る
と
こ
ろ
じ
ゃ
ご
ざ
い
ま
せ
ん
。」『
第
四
三
回
国
会
衆
議
院
予
算
委
員
会
議
録
第
五
号
』（
昭
和
三
八
年
二
月
二
日
）
九
頁
［
傍
点
引
用
者
］。

そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
大
法
院
判
決
は
、「
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
」
が
日
韓
請
求
権
協
定
の
適
用
対
象
外
で
あ
る
と
言
う
際
の
論
拠

の
一
つ
と
し
て
、
一
条
と
二
条
が
「
法
的
な
対
価
関
係
に
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
か
否
か
も
明
ら
か
で
は
な
い
」
こ
と
を
挙
げ
て
い
る
。
韓
国
語
原

（
12
）

（
13
）

（
14
）

（
15
）

（
16
）

（
17
）
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論　　　説

文
・
前
掲
注
（
2
）
一
五
頁；

日
本
語
訳
・
前
掲
注
（
2
）
三
二
六
─
三
二
七
頁
。
し
か
し
、
も
し
仮
に
、
一
条
と
二
条
と
の
間
に
対
価
関
係
が

な
い
か
ら
「
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
」
が
日
韓
請
求
権
協
定
の
適
用
対
象
外
だ
、
と
い
う
こ
と
に
な
る
の
な
ら
、
二
条
に
よ
っ
て
「
完
全
か
つ

最
終
的
に
解
決
さ
れ
た
こ
と
と
な
る
」
財
産
・
請
求
権
は
お
よ
そ
何
も
存
在
し
な
い
こ
と
に
な
っ
て
し
ま
う
。
一
条
が
二
条
の
対
価
だ
ろ
う
が
、

一
条
が
二
条
と
何
の
関
係
も
な
い
経
済
協
力
だ
ろ
う
が
、
二
条
に
よ
っ
て
財
産
・
請
求
権
問
題
が
「
完
全
か
つ
最
終
的
に
解
決
さ
れ
た
こ
と
と
な

る
」
こ
と
に
変
わ
り
は
な
い
。
条
約
に
よ
っ
て
財
産
・
請
求
権
問
題
を
処
理
す
る
（
消
滅
さ
せ
る
、
放
棄
す
る
）
際
に
、
何
の
対
価
も
得
る
こ
と

な
く
処
理
・
放
棄
す
る
こ
と
は
、
国
家
間
で
合
意
さ
え
し
て
い
れ
ば
、
何
の
問
題
も
な
い
。
も
ち
ろ
ん
、
日
韓
請
求
権
協
定
に
よ
っ
て
「
完
全
か

つ
最
終
的
に
解
決
さ
れ
た
こ
と
と
な
る
」
財
産
・
請
求
権
の
事
項
的
範
囲
は
問
題
に
な
り
得
る
が
、
そ
れ
は
、
一
条
と
二
条
と
の
間
に
対
価
関
係

が
あ
る
か
な
い
か
と
は
別
の
問
題
で
あ
る
。

在
朝
鮮
米
国
陸
軍
司
令
部
軍
政
庁
法
令
第
三
三
号
「
朝
鮮
内
に
あ
る
日
本
人
財
産
権
取
得
に
関
す
る
件
」。
谷
田
ほ
か
・
前
掲
注
（
12
）
二

二
〇
─
二
二
一
頁
に
収
録
（
在
朝
鮮
合
衆
国
軍
政
府
官
報
に
よ
る
日
本
語
訳
）。
関
連
箇
所
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。「
一
九
四
五
年
八
月
九
日

以
後
日
本
政
府
、
そ
の
機
関
又
は
該
国
民
、
会
社
、
団
体
、
組
合
、
該
政
府
の
そ
の
他
の
機
関
あ
る
い
は
該
政
府
が
組
織
又
は
取
締
る
団
体
が
直

接
、
間
接
に
、
全
部
又
は
一
部
を
所
有
又
は
管
理
す
る
金
、
銀
、
白
金
、
通
貨
、
証
券
、
銀
行
勘
定
、
債
権
、
有
価
証
券
並
に
本
軍
政
庁
管
轄
内

に
存
在
す
る
そ
の
他
総
て
の
種
類
の
財
産
及
び
そ
の
収
入
に
対
す
る
所
有
権
は
一
九
四
五
年
九
月
二
五
日
付
を
も
っ
て
朝
鮮
軍
政
庁
が
取
得
し
、

朝
鮮
軍
政
庁
が
該
財
産
全
部
を
所
有
す
、
如
何
な
る
者
を
問
わ
ず
軍
政
庁
の
許
可
な
く
し
て
該
財
産
に
侵
入
又
は
占
有
し
、
該
財
産
を
移
転
し
又

は
該
財
産
の
価
値
効
用
を
毀
損
す
る
は
不
法
と
す
。」

こ
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
山
下
康
雄
「
在
韓
日
本
資
産
に
対
す
る
請
求
権
」『
国
際
法
外
交
雑
誌
』
五
一
巻
五
号
（
一
九
五
二

年
）
一
─
三
〇
頁；

杉
山
茂
雄
「
日
韓
基
本
条
約
お
よ
び
財
産
、
請
求
権
処
理
協
定
等
の
諸
問
題
」『
ジ
ュ
リ
ス
ト
』
三
二
七
号
（
一
九
六
五

年
）
一
二
─
一
三
頁；

杉
山
茂
雄
「
財
産
・
請
求
権
問
題
処
理
及
び
経
済
協
力
協
定
の
処
理
問
題
」『
法
律
時
報
』
四
三
三
号
（
一
九
六
五
年
）

一
八
─
一
九
頁；

谷
田
・
前
掲
注
（
15
）
六
五
─
六
七
頁；

金
恩
貞
「
日
韓
国
交
正
常
化
交
渉
に
お
け
る
日
本
政
府
の
政
策
論
理
の
原
点
：『
対

韓
請
求
権
論
理
』
の
形
成
を
中
心
に
」『
国
際
政
治
』
一
七
二
号
（
二
〇
一
三
年
）
二
八
─
四
三
頁
を
参
照
。

T
reatyofPeacew

ithJapan

（w
ithtw

odeclarations

）,signedatSanFrancisco,on8Septem
ber1951,136U

.N
.T

.S.
45.

四
条
⒝
：「
日
本
国
は
、
第
二
条
及
び
第
三
条
に
掲
げ
る
地
域
の
い
ず
れ
か
に
あ
る
合
衆
国
軍
政
府
に
よ
り
、
又
は
そ
の
指
令
に
従
つ
て
行
わ

れ
た
日
本
国
及
び
そ
の
国
民
の
財
産
の
処
理
の
効
力
を
承
認
す
る
。」

（
18
）

（
19
）

（
20
）
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新日鉄住金事件・韓国大法院判決と日韓請求権協定（一）

例
え
ば
、
一
九
〇
七
年
ハ
ー
グ
陸
戦
規
則
四
六
条
二
項
は
、「
私
有
財
産
ハ
、
之
ヲ
没
収
ス
ル
コ
ト
ヲ
得
ス
」
と
定
め
る
。

杉
山
・
前
掲
注
（
19
）（「
日
韓
基
本
条
約
お
よ
び
財
産
、
請
求
権
処
理
協
定
等
の
諸
問
題
」）
一
二
頁
。

浅
野
豊
美
・
吉
澤
文
寿
・
李
東
俊
編
『
日
韓
国
交
正
常
化
問
題
資
料　

基
礎
資
料
編
第
六
巻
：
日
韓
国
交
正
常
化
交
渉
の
記
録
』（
現
代
史

料
出
版
、
二
〇
一
一
年
）
六
一
頁
。

こ
の
覚
書
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
太
田
修
『
日
韓
交
渉
：
請
求
権
問
題
の
研
究
』（
ク
レ
イ
ン
、
二
〇
〇
三
年
）
一
二
四
頁
を
参
照
。

杉
山
・
前
掲
注
（
19
）（「
日
韓
基
本
条
約
お
よ
び
財
産
、
請
求
権
処
理
協
定
等
の
諸
問
題
」）
一
三
頁
。

二
条
一
項
と
三
項
と
の
関
係
に
つ
い
て
は
、
福
田
博
「
請
求
権
条
項
」『
法
律
時
報
』
四
三
三
号
（
一
九
六
五
年
）
八
〇
頁；

谷
田
・
前
掲

注
（
15
）
六
一
頁
参
照
。

こ
の
点
に
つ
い
て
、
福
田
・
前
掲
注
（
26
）
八
〇
頁；

谷
田
・
前
掲
注
（
15
）
六
一
─
六
二
頁
。
た
だ
し
、
合
意
議
事
録
で
は
、「［
二
］
条

3
に
よ
り
執
ら
れ
る
措
置

0

0

は
、
同
条
1
に
い
う
両
国
及
び
そ
の
国
民
の
財
産
、
権
利
及
び
利
益

0

0

0

0

0

0

0

0

並
び
に
両
国
及
び
そ
の
国
民
の
間
の
請
求
権

0

0

0

に
関

す
る
問
題
の
解
決
の
た
め
に
執
ら
れ
る
べ
き
そ
れ
ぞ
れ
の
国
の
国
内
措
置
を
い
う
」［
傍
点
引
用
者
］
と
定
め
ら
れ
て
お
り
（
二
項
⒠
）、
こ
の
こ

と
か
ら
す
る
と
、「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
だ
け
で
な
く
、「
請
求
権
」
に
つ
い
て
も
国
内
的
措
置
が
と
ら
れ
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
た
と
も

考
え
ら
れ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
山
手
治
之
「
ア
ジ
ア
太
平
洋
戦
争
韓
国
犠
牲
者
補
償
請
求
事
件
：
日
韓
請
求
権
協
定
二
条
の
解
釈
を
中
心

に
」『
京
都
学
園
法
学
』
四
五
・
四
六
号
（
二
〇
〇
五
年
）
六
八
頁；

浅
田
正
彦
「
日
本
に
お
け
る
戦
後
補
償
裁
判
と
国
際
法
」『
ジ
ュ
リ
ス
ト
』

一
三
二
一
号
（
二
〇
〇
六
年
）
三
三
頁
を
参
照
。
も
っ
と
も
、
日
韓
請
求
権
協
定
措
置
法
は
「
財
産
、
権
利
及
び
利
益
」
の
み
を
対
象
と
し
て
い

る
か
ら
、
い
ず
れ
に
せ
よ
日
本
は
、
本
文
で
述
べ
た
協
定
解
釈
を
前
提
に
し
て
い
た
と
考
え
ら
れ
る
。

財
産
及
び
請
求
権
に
関
す
る
問
題
の
解
決
並
び
に
経
済
協
力
に
関
す
る
日
本
国
と
大
韓
民
国
と
の
間
の
協
定
第
二
条
の
実
施
に
伴
う
大
韓
民

国
等
の
財
産
権
に
対
す
る
措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
〇
年
法
律
一
四
四
号
）。

日
韓
請
求
権
協
定
措
置
法
に
よ
り
個
人
の
財
産
権
を
消
滅
さ
せ
た
と
す
る
と
、
憲
法
二
九
条
に
基
づ
く
補
償
の
問
題
が
生
ず
る
が
、
こ
の
問

題
に
つ
い
て
、
例
え
ば
大
阪
高
判
平
成
一
四
年
一
一
月
一
九
日
訟
月
五
〇
巻
三
号
八
一
五
頁
は
、「
国
の
分
離
独
立
は
、
憲
法
的
秩
序
の
枠
外
の

問
題
で
あ
り
、
そ
の
処
理
に
お
け
る
損
害
に
対
す
る
補
償
は
憲
法
二
九
条
の
予
想
し
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
か
ら
、
日
韓
請
求
権
協
定
二
条
の
実
施

に
伴
う
財
産
権
措
置
法
が
相
当
の
補
償
を
す
る
こ
と
な
く
財
産
権
を
消
滅
さ
せ
る
こ
と
に
し
た
こ
と
を
も
っ
て
、
憲
法
二
九
条
に
違
反
す
る
も
の

と
は
い
え
な
い
」
と
判
示
し
た
。

（
21
）

（
22
）

（
23
）

（
24
）

（
25
）

（
26
）

（
27
）

（
28
）

（
29
）
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合
意
議
事
録
二
項
⒞
に
よ
れ
ば
、「
居
住
し
た
」
と
は
、
一
九
四
七
年
八
月
一
五
日
か
ら
協
定
署
名
日
ま
で
の
間
に
お
い
て
「
そ
の
国
に
引

き
続
き
一
年
以
上
在
住
し
た
こ
と
を
い
う
」
と
さ
れ
る
。

福
田
・
前
掲
注
（
26
）
八
一
頁
。

同
上
。

こ
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
小
畑
郁
「
請
求
権
放
棄
条
項
の
解
釈
の
変
遷
」
芹
田
健
太
郎
ほ
か
編
集
代
表
『
講
座
国
際
人
権
法
Ⅰ
：

国
際
人
権
法
と
憲
法
』（
信
山
社
、
二
〇
〇
六
年
）
三
五
九
─
三
八
二
頁
を
参
照
。

日
韓
請
求
権
協
定
に
よ
っ
て
「
い
か
な
る
主
張
も
で
き
な
」
く
な
っ
た
「
請
求
権
」
が
、
国
家
の
外
交
的
保
護
権
だ
け
で
あ
る
の
か
、
個
人

の
請
求
権
も
含
む
の
か
に
つ
い
て
、
二
〇
一
二
年
の
大
法
院
判
決
（
差
戻
判
決
）
は
、
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
す
な
わ
ち
、
同
判
決
は
ま
ず
、

「
日
本
の
国
家
権
力
が
関
与
し
た
反
人
道
的
不
法
行
為
や
植
民
支
配
と
直
結
し
た
不
法
行
為
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
権
」
に
つ
い
て
は
、
日
韓
請

求
権
協
定
で
個
人
請
求
権
が
消
滅
し
な
か
っ
た
の
は
も
と
よ
り
、
韓
国
は
外
交
的
保
護
権
も
放
棄
し
な
か
っ
た
と
解
す
る
の
が
相
当
で
あ
る
と
判

示
し
た
。
判
決
は
、
そ
れ
に
続
け
て
、「
…
…
上
記
原
告
ら
の
請
求
権
が
請
求
権
協
定
の
適
用
対
象
に
含
ま
れ
て
い
た
と
し
て
も
、
そ
の
個
人
請

求
権
自
体
は
請
求
権
協
定
の
み
に
よ
っ
て
当
然
に
消
滅
し
た
と
解
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
た
だ
請
求
権
協
定
に
よ
り
そ
の
請
求
権
に
関
す
る
大
韓

民
国
の
外
交
的
保
護
権
が
放
棄
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
日
本
の
国
内
措
置
で
当
該
請
求
権
が
日
本
国
内
で
消
滅
し
た
と
し
て
も
大
韓
民
国
が
こ
れ

を
外
交
的
に
保
護
す
る
手
段
を
喪
失
す
る
こ
と
に
な
る
だ
け
で
あ
る
」
と
判
示
し
た
。
대
법
원 2012.5.24.,

선
고 2009

다 68620

、
裁
判
所
ウ

ェ
ブ
サ
イ
ト
〈http://w
w

w
.law

.go.kr/precInfoP.do?precSeq=167251

〉（
以
下
「
二
〇
一
二
年
大
法
院
判
決
・
韓
国
語
原
文
」
と
い
う
）。

本
判
決
の
日
本
語
訳
と
し
て
、「
資
料
2　

日
本
製
鐵
徴
用
工
事
件
上
告
審
判
決
〔
韓
国
大
法
院
二
〇
一
二
年
五
月
二
四
日
判
決
〕」
山
本
晴
太
ほ

か
『
徴
用
工
裁
判
と
日
韓
請
求
権
協
定
：
韓
国
大
法
院
判
決
を
読
み
解
く
』（
現
代
人
文
社
、
二
〇
一
九
年
）
一
七
〇
─
一
八
一
頁
を
参
照
（
以

下
「
二
〇
一
三
年
大
法
院
判
決
・
日
本
語
訳
」
と
い
う
）。

差
戻
し
後
の
原
審
判
決
（
ソ
ウ
ル
高
等
法
院
、
二
〇
一
三
年
七
月
一
〇
日
判
決
）
も
、
大
法
院
の
差
戻
判
決
と
ま
っ
た
く
同
じ
構
造
・
内
容
の

判
断
を
し
た
。
서
울
고
등
법
원2013.7.10.

선
고2012

나 44947
판
결
、
裁
判
所
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
〈http://slgodung.scourt.go.kr/

dcboard/new
/D

cN
ew

sV
iew

A
ction.w

ork?seqnum
=11272&

gubun=44&
cbub_code=000200&

scode_knam
e

〉（
以
下
「
二
〇
一
三

年
ソ
ウ
ル
高
等
法
院
判
決
・
韓
国
語
原
文
」
と
い
う
）。
本
判
決
の
日
本
語
訳
と
し
て
、「
法
律
事
務
所
の
資
料
棚
ア
ー
カ
イ
ブ
」
に
掲
載
さ
れ
て

い
る
日
本
語
訳
を
参
照
（
以
下
「
二
〇
一
三
年
ソ
ウ
ル
高
等
法
院
判
決
・
日
本
語
訳
」
と
い
う
）〈https://w

w
w

.nichibenren.or.jp/library/

（
30
）

（
31
）

（
32
）

（
33
）

（
34
）
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ja/kokusai/hum

anrights_library/sengohosho/saibanrei_06.pdf

〉。

こ
れ
に
対
し
、
被
告
は
、
上
告
理
由
の
中
で
、
日
韓
請
求
権
協
定
で
放
棄
さ
れ
た
の
は
外
交
的
保
護
権
だ
け
で
な
く
、
個
人
請
求
権
も
放
棄
さ

れ
た
と
主
張
し
た
。
二
〇
一
八
年
の
大
法
院
判
決
は
、
こ
の
主
張
に
つ
い
て
、「
差
し
戻
し
後
の
原
審
の
仮
定
的
判
断
（
가
정
적

판
단
에
）
に
関

す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
さ
ら
に
検
討
す
る
必
要
は
な
く
、
受
け
入
れ
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
と
判
示
し
た
。「
仮
定
的
判
断
」
と
い
う
の
は
、
結

論
を
導
く
の
に
必
要
の
な
い
判
断
─
─
結
論
を
導
く
た
め
に
は
、
強
制
動
員
慰
謝
料
請
求
権
が
日
韓
請
求
権
協
定
の
適
用
対
象
外
だ
と
言
え
ば
済

む
─
─
、
つ
ま
り
傍
論
だ
と
い
う
こ
と
で
あ
ろ
う
。
こ
こ
で
「
仮
定
的
判
断
」
と
評
価
さ
れ
て
い
る
の
は
、
差
戻
し
後
の
原
審
判
決
で
あ
る
が
、

同
判
決
は
二
〇
一
二
年
の
大
法
院
判
決
と
ま
っ
た
く
同
一
の
構
造
・
内
容
に
な
っ
て
い
る
以
上
、「
仮
定
的
判
断
」（
つ
ま
り
傍
論
）
と
い
う
評
価

は
、
二
〇
一
二
年
大
法
院
判
決
に
も
同
じ
よ
う
に
当
て
は
ま
る
。
そ
う
だ
と
す
れ
ば
、
日
韓
請
求
権
協
定
に
よ
っ
て
放
棄
さ
れ
た
も
の
が
個
人
の

請
求
権
を
含
む
の
か
と
い
う
問
題
に
つ
い
て
、
大
法
院
の
確
立
し
た
判
例
は
ま
だ
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。

な
お
、
大
法
官
金
昭
英
、
大
法
官
李
東
遠
お
よ
び
大
法
官
盧
貞
姫
は
、
個
別
意
見
の
中
で
、
日
韓
請
求
権
協
定
に
よ
り
放
棄
さ
れ
た
請
求
権
は

国
家
の
外
交
的
保
護
権
で
あ
っ
て
、
個
人
請
求
権
は
放
棄
さ
れ
て
い
な
い
と
の
意
見
を
述
べ
た
。
韓
国
語
原
文
・
前
掲
注
（
2
）
二
二
─
三
二

頁；

日
本
語
訳
・
前
掲
注
（
2
）
三
三
六
─
三
三
八
頁
。
他
方
、
大
法
官
権
純
一
お
よ
び
大
法
官
趙
載
淵
は
、
反
対
意
見
の
中
で
、
日
韓
請
求
権

協
定
は
、
個
人
請
求
権
を
実
体
法
的
に
消
滅
さ
せ
る
も
の
で
は
な
い
が
、
韓
国
民
が
日
本
や
日
本
国
民
に
対
し
て
訴
訟
に
よ
っ
て
権
利
を
行
使
す

る
こ
と
を
制
限
す
る
も
の
で
あ
る
と
の
意
見
を
述
べ
た
。
韓
国
語
原
文
・
前
掲
注
（
2
）
三
二
─
四
一
頁；

日
本
語
訳
・
前
掲
注
（
2
）
三
三
八

─
三
四
四
頁
。

こ
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
浅
田
・
前
掲
注
（
27
）
三
三
─
三
四
頁；

山
手
・
前
掲
注
（
27
）
六
一
─
六
二
頁
を
参
照
。

二
〇
一
三
年
ソ
ウ
ル
高
等
法
院
判
決
・
韓
国
語
原
文
・
前
掲
注
（
34
）
一
一
─
一
二
頁；

二
〇
一
三
年
ソ
ウ
ル
高
等
法
院
判
決
・
日
本
語

訳
・
前
掲
注
（
34
）
七
─
八
頁
。

こ
の
論
点
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
阿
部
浩
己
「
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
平
和
条
約
と
司
法
に
ア
ク
セ
ス
す
る
権
利
：
重
慶
大
爆
撃
訴
訟
に
寄

せ
て
」『
神
奈
川
法
学
』
四
六
巻
二
・
三
号
（
二
〇
一
三
年
）
五
五
─
九
三
頁
を
参
照
。

法
令
用
語
研
究
会
編
『
法
律
用
語
辞
典
』
第
四
版
（
有
斐
閣
、
二
〇
一
二
年
）
七
九
八
頁
。

昭
和
一
三
年
法
律
五
五
号
。
四
条
：「
政
府
ハ
、
戦
時
ニ
際
シ
国
家
総
動
員
上
必
要
ア
ル
ト
キ
ハ
勅
令
ノ
定
ム
ル
所
ニ
依
リ
帝
国
臣
民
ヲ
徴

用
シ
テ
総
動
員
業
務
ニ
従
事
セ
シ
ム
ル
コ
ト
ヲ
得
但
兵
役
法
ノ
適
用
ヲ
妨
ゲ
ズ
」。

（
35
）

（
36
）

（
37
）

（
38
）

（
39
）
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昭
和
一
四
年
勅
令
四
五
一
号
。

国
民
徴
用
令
が
当
初
、
朝
鮮
半
島
で
発
動
さ
れ
な
か
っ
た
背
景
に
つ
い
て
は
、
次
の
よ
う
に
説
明
さ
れ
る
。「
こ
れ
は
植
民
地
に
対
す
る
人

道
的
配
慮
か
ら
で
は
な
く
、『
日
本
人
に
較
べ
て
忠
誠
心
が
不
十
分
で
な
い
［『
十
分
で
な
い
』
の
誤
り
と
思
わ
れ
る
─
引
用
者
注
］
朝
鮮
人
を
多

数
、
重
要
な
職
場
に
導
入
し
て
よ
い
の
か
』
と
い
う 

徴
用
さ
れ
な
い 

差
別
ゆ
え
で
あ
り
、
加
え
て
行
政
機
構
が
貧
弱
で
徴
用
対
象
者
へ
の
徴
用

令
書
の
交
付
な
ど
膨
大
な
事
務
量
に
対
応
で
き
な
か
っ
た
こ
と
や
、
朝
鮮
人
が
多
く
動
員
さ
れ
て
い
た
炭
鉱
が
職
場
環
境
の
整
備
を
必
要
と
す
る

軍
需
工
場
の
指
定
を
受
け
て
い
な
か
っ
た
な
ど
の
理
由
も
あ
っ
た
。」
出
石
直
「
戦
後
補
償
訴
訟
に
お
け
る
元
徴
用
工
問
題
と
日
韓
関
係
」『
現
代

韓
国
朝
鮮
研
究
』
一
五
号
（
二
〇
一
五
年
）
三
一
頁
。

同
上
。

山
本
ほ
か
・
前
掲
注
（
34
）
四
五
頁
。

出
石
・
前
掲
注
（
41
）
三
一
頁
。

山
本
ほ
か
・
前
掲
注
（
34
）
四
六
頁
。

出
石
・
前
掲
注
（
41
）
三
一
頁
。

同
上
、
三
一
─
三
二
頁
。

山
本
ほ
か
・
前
掲
注
（
34
）
四
八
頁
。

例
え
ば
、「
刑
罰
に
よ
る
『
法
的
強
制
』
は
徴
用
だ
け
の
も
の
で
す
が
、『
募
集
』
も
『
官
斡
旋
』
も
警
察
官
な
ど
に
よ
る
『
物
理
的
強
制
』

が
多
く
用
い
ら
れ
た
、
強
制
動
員
の
た
め
の
制
度
だ
っ
た
の
で
す
」
と
い
う
記
述
を
参
照
（
山
本
ほ
か
・
前
掲
注
（
34
）
四
八
頁
）。
ま
た
、
同

上
四
四
頁
の
概
念
図
に
よ
れ
ば
、「
強
制
連
行
（
強
制
動
員
）」
に
は
、「
労
務
動
員
」（
男
の
場
合
「
募
集
・
官
斡
旋
・
徴
用
」、
女
の
場
合
「
女

子
勤
労
挺
身
隊
」）
と
「
軍
事
動
員
」（
男
の
場
合
「
軍
人
（『
志
願
兵
』）・
軍
属
」、
女
の
場
合
「
日
本
軍
『
慰
安
婦
』」）
の
二
つ
が
含
ま
れ
る
も

の
と
さ
れ
、「
募
集
・
官
斡
旋
・
徴
用
」
は
「
強
制
動
員
」
の
一
カ
テ
ゴ
リ
ー
と
さ
れ
て
い
る
。

他
方
、
金
昌
禄
は
、「
徴
用
」
と
「
強
制
動
員
」
と
を
概
念
的
に
区
別
し
、「
徴
用
」
は
国
民
徴
用
令
に
基
づ
く
合
法
的
な
も
の
、「
強
制
動

員
」
は
違
法
な
も
の
、
と
い
う
区
別
を
し
て
い
る
。
金
昌
禄
「
韓
国
司
法
に
お
け
る
歴
史
と
法
：
二
〇
一
二
年
大
法
院
判
決
を
中
心
に
」『
法
律

時
報
』
八
七
巻
一
〇
号
（
二
〇
一
五
年
）
一
八
頁；

金
昌
禄
「
韓
日
過
去
清
算
、
ま
だ
終
わ
っ
て
い
な
い
：『
請
求
権
協
定
』
を
中
心
に
」
吉
澤

文
寿
編
『
五
〇
年
目
の
日
韓
つ
な
が
り
直
し
：
日
韓
請
求
権
協
定
か
ら
考
え
る
』（
社
会
評
論
社
、
二
〇
一
六
年
）
八
二
─
八
三
頁
。
金
に
よ
る

（
40
）

（
41
）

”

”

（
42
）

（
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）

（
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）

（
45
）

（
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）

（
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）

（
48
）

（
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）
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こ
の
分
類
は
、
一
読
し
た
だ
け
で
は
や
や
分
か
り
に
く
い
が
、
金
は
、
国
民
徴
用
令
が
合
法
だ
っ
た
、
と
言
っ
て
い
る
訳
で
は
な
い
。
そ
う
で
は

な
く
、
国
民
徴
用
令
に
基
づ
い
て
日
本
が
朝
鮮
半
島
で
行
っ
た
行
為
は
、
日
本
に
よ
る
朝
鮮
半
島
統
治
が
合
法
だ
っ
た
こ
と
を
前
提
に
す
れ
ば
合

法
的
で
あ
っ
て
「
徴
用
」
と
い
う
言
葉
で
表
現
さ
れ
る
の
に
対
し
、
日
本
に
よ
る
朝
鮮
半
島
統
治
が
違
法
だ
っ
た
こ
と
を
前
提
に
す
れ
ば
違
法
で

あ
っ
て
「
強
制
動
員
」
と
い
う
言
葉
で
表
現
さ
れ
る
、
と
い
う
の
が
金
の
趣
旨
で
あ
る
よ
う
で
あ
る
（
同
一
の
行
為
が
、
日
本
の
朝
鮮
半
島
統
治

の
合
法
性
・
違
法
性
に
関
す
る
評
価
の
違
い
に
よ
っ
て
別
の
言
葉
で
表
現
さ
れ
る
）。
そ
し
て
、
日
韓
請
求
権
協
定
は
、「
日
本
に
よ
る
韓
半
島
支

配
の
『
不
法
性
』
を
前
提
と
す
る
も
の
で
は
な
い
」
か
ら
、
国
民
徴
用
令
に
基
づ
く
行
為
は
「
合
法
的
」
な
も
の
と
い
う
こ
と
に
な
り
「
徴
用
」

と
い
う
言
葉
で
表
現
さ
れ
た
（
い
わ
ゆ
る
「
八
項
目
」
で
「
被
徴
用
韓
人
の
未
収
金
」
と
い
う
言
葉
が
使
わ
れ
て
い
る
の
は
そ
の
こ
と
を
表
し
て

い
る
）
と
い
う
。
他
方
、
二
〇
一
二
年
の
大
法
院
判
決
は
、「『
日
帝
強
占
期
の
日
本
の
韓
半
島
支
配
は
規
範
的
な
観
点
か
ら
見
て
不
法
的
な
強
占

に
過
ぎ
ず
、
日
本
の
不
法
的
な
支
配
に
よ
る
法
律
関
係
の
中
、
大
韓
民
国
の
憲
法
精
神
と
両
立
で
き
な
い
も
の
は
そ
の
効
力
が
排
除
さ
れ
る
』
の

で
、『
国
家
総
動
員
法
』
や
『
国
民
徴
用
令
』
の
効
力
は
認
め
る
こ
と
が
で
き
ず
、
し
た
が
っ
て
原
告
た
ち
の
被
害
は
不
法
的
な
『
強
制
動
員
』

に
よ
る
も
の
で
あ
る
と
宣
言
し
た
」
と
金
は
述
べ
る
。
同
上
（「
韓
日
過
去
清
算
、
ま
だ
終
わ
っ
て
い
な
い
」）、
八
三
頁
。
な
お
、
萬
歳
・
前
掲

注
（
10
）
六
七
、
七
一
頁
は
、
金
に
よ
る
「
徴
用
」
と
「
強
制
動
員
」
の
概
念
分
類
に
依
拠
し
て
記
述
さ
れ
て
い
る
が
、
金
の
概
念
分
類
は
一
般

的
な
も
の
で
な
い
こ
と
に
注
意
が
必
要
で
あ
る
。

原
告
1
は
、
正
確
に
は
、
亡
訴
外
人
の
訴
訟
受
継
人
（
遺
族
）
の
こ
と
で
あ
り
、
旧
日
本
製
鐵
で
労
働
し
た
の
は
亡
訴
外
人
で
あ
る
が
、
煩

雑
さ
を
さ
け
る
た
め
、
本
稿
で
は
、
こ
の
亡
訴
外
人
の
こ
と
を
「
原
告
1
」
と
呼
ぶ
。

韓
国
語
原
文
・
前
掲
注
（
2
）
三
頁；

日
本
語
訳
・
前
掲
注
（
2
）
三
一
八
頁
。

韓
国
語
原
文
・
前
掲
注
（
2
）
四
頁；

日
本
語
訳
・
前
掲
注
（
2
）
三
一
八
─
三
一
九
頁
。

韓
国
語
原
文
・
前
掲
注
（
2
）
四
─
五
頁；

日
本
語
訳
・
前
掲
注
（
2
）
三
一
九
頁
。

韓
国
語
原
文
・
前
掲
注
（
2
）
三
頁；

日
本
語
訳
・
前
掲
注
（
2
）
三
一
八
頁
。

韓
国
語
原
文
・
前
掲
注
（
2
）
四
四
頁；

日
本
語
訳
・
前
掲
注
（
2
）
三
四
六
頁
。

韓
国
語
原
文
・
前
掲
注
（
2
）
四
四
頁；

日
本
語
訳
・
前
掲
注
（
2
）
三
四
六
頁
。

韓
国
語
原
文
・
前
掲
注
（
2
）
二
─
五
頁；

日
本
語
訳
・
前
掲
注
（
2
）
三
一
七
─
三
一
九
頁
。

差
戻
し
後
の
原
審
判
決
（
韓
国
語
原
文
・
前
掲
注
（
34
）
九
頁
、
日
本
語
訳
・
前
掲
注
（
34
）
五
─
六
頁
）。

（
50
）

（
51
）

（
52
）

（
53
）

（
54
）

（
55
）

（
56
）

（
57
）

（
58
）
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論　　　説

日
本
に
お
け
る
訴
訟
の
経
緯
に
つ
い
て
は
、
山
本
ほ
か
・
前
掲
注
（
34
）
二
二
頁
も
参
照
。

大
阪
地
判
平
成
一
三
年
三
月
二
七
日
（LEX

/D
B

　

文
献
番
号　25410687

）；

大
阪
高
判
平
成
一
四
年
一
一
月
一
九
日
（
前
掲
注
（
29
））；

最
決
平
成
一
五
年
一
〇
月
九
日
（LEX

/D
B

　

文
献
番
号　25410698

）。

二
〇
一
二
年
大
法
院
判
決
・
前
掲
注
（
34
）。

二
〇
一
三
年
ソ
ウ
ル
高
等
法
院
判
決
・
前
掲
注
（
34
）。

韓
国
語
原
文
・
前
掲
注
（
2
）
一
三
頁；

日
本
語
訳
・
前
掲
注
（
2
）
三
二
五
頁
。

韓
国
語
原
文
・
前
掲
注
（
2
）
一
二
頁；

日
本
語
訳
・
前
掲
注
（
2
）
三
二
五
頁
。

判
決
は
、
カ
ギ
括
弧
を
付
け
て
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
平
和
条
約
四
条
⒜
項
を
引
用
し
て
い
る
が
、
正
確
な
引
用
で
は
な
い
。
判
決
が
「
재
채

권.

채
무
관
계
」（「
財
産
上
の
債
権
・
債
務
関
係
」）
と
訳
し
て
い
る
部
分
は
、
条
約
正
文
で
は
、「
財
産
…
…
並
び
に
…
…
請
求
権
（
債
権
を
含

む
。）
の
処
理
」（
日
）、
“thedispositionofproperty...andtheirclaim

s,includingdebts

”（
英
）、
“lesortréservéauxbiens...et

auxréclam
ations,ycom

prislescréances

”（
仏
）、
“ladisposicióndebienes...ylasreclam

aciones...inclusivedeudas

”（
西
）
で
あ

る
。

民
官
共
同
委
員
会
見
解
に
つ
い
て
は
、
本
稿
三
1
（
1
）
を
参
照
。

薬
師
寺
・
前
掲
注
（
10
）
一
二
四
頁
。

（
59
）

（
60
）

（
61
）

（
62
）

（
63
）

（
64
）

（
65
）

（
66
）

（
67
）
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